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工．　目的
外国との技術の取引、いわゆる技術貿易の実態把櫨は、わが国の技術水準・技
術開発力に対する知見を得るだけでなく、わが国と外国との技術上の結びつき及
びわが国の技術の国際的な波及の実態を把撞する上で重要な意義を有している。
わが国の代表的な技術貿易に関する統計としては、日本銀行及び総務庁の統計が
ある。（＊注1）しかし、日銀統計は契約金額のみ、総務庁統計も産業分類別に
は、新規継続の区分別に契約金額・件数を、地域分類別には件数・金額の総数を
集計しているにとどまっている。本調査の目的は、近年、技術の内容や契約方式
等の技術貿易の実務が大きな変化を遂げている中で、技術貿易に対してより詳細
な実態把鐘を行うため、技術の内容・技術の種類（特許・ノウハウ・商標等の区
分）・契約形態・対価の受領方法といった事項まで踏み込んで調査し、技術輸出
の実態を明らかにすることをねらいとしている。
当研究所では、技術貿易を重要な研究課題ととらえ、技術輸入については「外
国為替及び外国貿易管理法」等による技術導入契約の締結（変更）に関する報告
書等に基づき、「外国技術導入の動向分析」を毎年作成し、質の面からの実態把
接について取り組んできた。しかし、技術輸出については、同様の報告が必要で
ないため、同様の調査は皆無に等しいのが現状である。
わが国の商品貿易における大幅な黒字は、わが国をめぐる貿易摩擦を深刻なも
のとしている一方、外国との技術の取引、いわゆる技術貿易においては、対照的
に赤字を継続中であるといったアンバランスな状況が続いている。今後わが国が
科学技術における国際協力を推進していくにあたり、現状分析を行うことは必要
不可欠である。今回の調査は、企業が行う技術移転の柱の1つである技術輸出の
実態を解明するものである。
また、同時に「外国技術導入の動向分析」との比較分析を行うことにより、わ
が国の技術貿易の実態を明らかにし、今後テクノグローバリズムを推進するうえ
で、重要なてがかりとなる資料を得ることを目的としている。
（＊注1）　　　　　わが国の主な技術貿易統計の種類と内容
統 計 の 種 類 内　　 容 分　　　 類
日銀統計 輸出入の金額 金額のみ
総務庁統計 輸出入の金額 ・件数 産業分類 ・地域分類 ・新規継続別
なお、わが国に存在する技術貿易統計の種類とその内容については、当研究所
調査研究資料26「わが国の技術貿易統計」を参照のこと。
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Ⅱ　＿　調査方法
1．アンケート調査の内容
今回のアンケート調査は、技術輸出の実態を把握し、わが国の技術貿易の特
徴を明らかにする事を主目的としている。外国からの技術導入に関しては、当
研究所で「外国技術導入の動向分析」を発行している。それとの比較対照のた
め、今回の調査の設問は「外国技術導入の動向分析」の調査項目を参考にして
作成した。今回の調査対象となる契約は、里盛旦邑生且⊥邑払隆里盛五重且旦
31日までの1年間に締結された新規の技術姓坦堂馳＿＿
なお、本調査における「技術輸出」の定義は工業所有権（特許・実用新案・
意匠・商標）及びノウハウに関する権利の譲渡、使用権の設定や技術指導を行
った場合をさすものとした。（質問表は資料1参照）
2．調査方法
アンケートの調査概要は以下のとおりである。
①調査対象企業：資本金10億円以上で、研究開発活動を実施している企業及
び技術貿易と関連のある企業（1，586社）
②調査方法　：郵送によるアンケート調査とし、上記各社の知的財産部門長
もしくは研究開発管理部門長へ直接郵送した。
③調査期間　：平成6年1月11日（発送）から平成6年2月1日（締切）
までの間に実施した。
④回収結果　：回答企業数812社（回収率51．2％）
3．回収サンプルの属性分布
アンケート調査対象企業及び回答企業の資本金別・産業分類別内訳は次頁に
示すとおりである。（図1・表1参照）
［備　考］
・本書で用いている企業の産業分類は、当研究所の「外国技術導入の動向分析」
と同様に、総務庁統計局編集の「会社企業名鑑」に拠り、これに収載されてい
ない企業についてもこれに準じて「日本標準産業分類」（昭和59年、行政管
理庁告示第2号）により分類し、集計を行った。
・本書のグラフ中でNは、サンプル数を表すものとする。また、回答中記載の
ないものについては、除外して集計している。
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図1　調査対象企業及び回答企業の資本金別内訳
7．0％　　　　44．8％
21．6％
調査対象企業
21．4％
回答企業
表1．調査対象企業の産業分類別内訳
業　　 種 調 査 企 業 回 答 企業 回収 率 （％ ）
（1 ） 農 林 水 産 業 4 （ 0．3） 2 （ 0．2） 50 ．0
（2 ） 鉱 業 7 （ 0．4） 4 （ 0．5 ）57．1
（3 ） 建 設 業 120 （ 7．6） 83 （10．2 ）69．2
（4 ） 食 品 工 業 89 （ 5．6） 4 9 （ 6．0 ） 5 5．1
（5 ） 繊 維 工 業 4 1 （ 2．6）23 （ 2．8） 5 6．1
（6 ） パ ル プ ・紙 工 業 3 0 （ 1．9） 15 （ 1．8） 5 0．0
（7 ） 出 版 ・印刷 業 10 く　 0．6） 3 く　0．4） 30．0
（8 ） 総 合 化学 工 業 104 （ 6．6） 57 （ 7．0 ）5 4．8
（9 ） 油 脂 ・塗 料 工 業 23 （ 1．5） 12 （ 1．5 ） 52．2
（10） 医薬 品 工 業 5 9 （ 3．7） 3 4 （ 4．2）57．6
（11） そ の他 の化 学 工 業 3 1 （ 2．0） 12 （ 1．5）3 8．7
（12） 石 油 製 品 ・石 炭 製 品 工 業 23 （ 1．5） 13 （ 1．6）56．5
（13） プ ラ ス チ ッ ク製 品 工 業 3 2 （ 2．0） 16 （ 2．0） 50．0
（14） ゴ ム製 品 工 業 17 （ 1．1） 6 （ 0．7） 35．3
（15） 窯 業 4 8 （ 3．0） 24 （ 3．0）50．0
（16） 鉄 鋼 業 45 （ 2．8） 2 7 （ 3．3）60．0
（17） 非 鉄 金 属 工 業 42 （ 2．6）2 6 （ 3．2） 6 1．9
（18） 金 属 製 品 工 業 47 （ 3．0） 2 6 （ 3．2）55．3
（19） 機 械 工 業 157 （ 9．9） 7 1（ 8．7）45．2
（2 0） 電 気 機 械 器 具 工 業 83 （ 5．2） 4 5 （ 5．5）54．2
（2 1） 通 信 ・電 子 ・電 気 計 測 器 工 業 14 8 （ 9．3） 69 （ 8．5） 46．6
（2 2） 自動 車 工 業 69 （ 4．4） 34 （ 4．2） 4 9．3
（23） そ の他 の輸 送 用 機 械 工 業 3 0 （ 1．g） 20 （ 2．5 ）6 6．7
（24） 精 密 機 械 工 業 34 （ 2．1） 14 （ 1．7） 4 1．2
（25） そ の他 の工 業 45 （ 2．8） 2 1（ 2．6） 46．7
（2 6） 運 輸 ・通 信 ・公 益 菜 4 3 （ 2．7） 29 （ 3．6 ）6 7．4
（27） 卸 売 ・小 売 業 114 （ 7．2） 38 （ 4．7）33．3
（28） 情 報 サー ビス ・調 査 ・広 告 業 37 （ 2．3） 17 （ 2．1）45．9
（29） そ の他 のサ ー ビス 業 54 （ 3．4） 2 2 （ 2．7） 40．7
合　　　 計 1586 （10 0．0） 8 12 （100．0） 5 1．2
（注）・総合化学工業とは、化学肥料、無機化学、有機化学及び化学繊維工業を
指す。
・括弧内は業種別構成比（％）を示す。
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Ⅱ．　調査結果の全般的傾向
1　はじめに
今回の調査結果をまとめるにあたり、まず第Ⅲ章で技術輸出全般の動向を分
析し、第Ⅳ章で技術分類別による分析を行い、次に第Ⅴ章で「外国技術導入の
動向分析」のデータを引用し、技術輸入と比較分析を行い、最後に第Ⅵ章で産
業分類別に各産業の特色を考察するものとする。
2　技術輸出契約の締結状況
a．技術輸出契約の実施企業について
平成4年度の1年間にどのくらいの企業が新規の技術輸出契約を行っている
かを確認するため、平成4年度の新規の技術輸出契約の実施の有無について調
査した。その結果、回答企業812社のうち、〔新規の技術輸出契約がある〕
と答えた企業は、全体で216社（26．6％）あった。ほぼ、4社に1社の割合
で新規の技術輸出を実施していることになる。（図2参照）
回答企業を業種別に分類し、新規の技術輸出契約実施の有無についての業種
間の特徴をみた。その結果、〔新規の技術輸出がある〕と答えた企業の割合の
高い業種として、「自動車工業」（58．8％）、「電気機械器具工業」（40．0％）
「非鉄金属工業」（38．5％）が挙げられ、一方、割合の低い業種としては「卸
売・小売業」（2．6％）、「金属製品工業」（7．7％）、「運輸・通信・公益業」
（13．8％）があり、業種により大きな違いがあることがわかった。
（図3参照）
さらに、輸出企業の資本金規模に着目し、資本金規模別にみると、資本金の
規模が大きいほど技術輸出を行う割合が高くなるといった傾向があり、資本金
規模と新規の技術輸出の実施の割合との間に密接な相関関係がみうけられる。
特に、資本金500億円以上の企業では、半数以上が〔新規の技術輸出あり〕
と回答している点は注目すべきである。これらの結果は、技術輸出を行う場合
その前提として研究開発を行うだけの資金と渉外事務をこなす事務体制が必要
なことから、そのような傾向が表れているものと思われる。（図4参照）
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図2　技術輸出契約の実施の有無
技術輸出無73．4％
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図4　技術輸出契約有の企業（資本金規模別）
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b．技術輸出契約件数について
平成4年度に新規の技術輸出を実施した企業216社が締結した契約の総数
は712件にのぼっている。これを、単純平均すると一社あたり3．3件とな
るが、実際に一社あたりの輸出件数にどの程度の広がりがあるのだろうか。
技術輸出を行った企業216社の技術輸出件数の分布をみると、一社あたり
「1件」と答えた企業が40．7％を占め、次いで「2件～3件」の企業が33．3％
を占めており、全体の平均（3．3件／社）以下の輸出企業が全技術輸出企業の
70％強を占めている。以下、「4～5件」の企業（13．0％）、「6件～10
件」の企業（7．4％）の順になっており、一社あたりの輸出件数が増加するにつ
れて、全体に占める企業数の割合は少なくなっている。輸出企業の資本金規模
と、輸出件数の間に何らかの相関関係が存在するのであろうか。「資本金10
億円以上50億円未満」の企業では、輸出件数が「3件以下」が90％強を占
めているのに対し、「資本金500億円以上」の企業では輸出件数「3件以下」
は50％弱にとどまり、「11件以上」輸出した企業が20％以上存在する。
現在の技術輸出契約は1件の契約の中に多数の技術が含まれ、いわゆる技術包
括契約の形をとることが多い状況を鑑みると、これらの結果は妥当な傾向且つ
数値であると思われる。（図5参照）
3．契約相手先国・地域
平成4年度の新規の技術輸出の契約相手先国・地域にどのような特徴がある
かを調べた。全契約712件を契約相手先の地域別に分類してみると、アジア
が半数以上を占め（54．1％）、北アメリカが21．8％、ヨーロッパが19．1％、そ
の他の地域が5．1％となっている。
上記の地域別のデータをさらに国・地域別に詳しく検討してみると、1位は
米国（19．9％）で、以下韓国（13．8％）、中国（7．9％）、台湾（7．4％）、タ
イ（7．2％）の順となっており、これらで50％強を占める。また、上位10位ま
でのうち7つをアジア地域の国・地域が占めており、わが国の技術輸出はアジ
ア地域向けが中心であるという特徴がみられる。（図6・表2参照）
（国・地域別の詳細については、巻末集計裏表2参照）
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図5　企業1社あたりの輸出件数
（資本金規模別）
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N＝216社
10億円～50億円
50億円～100億円
100億円～500億円
図6　技術輸出契約の契約相手先地域
21．8％　　　　19．1％ 5．1％
巨窒∃匡璽璽璽整調［N＝712件
表2　技術輸出先上位10ヶ国・地域
国 ・地域名 割　 合 件　 数 国 ・地域名 割　 合 件　 数
1 米　　 国 19．9％ 142件6 英　　 国 4．9％ 35件
2 韓　　 国 13．8％ 98件 7 マ レーシア 4．8％ 34件
3 中　　 国 7．9％ 56件 8 ド　イ　ツ 3．4％ 24件
4 台　　 湾 7．4％ 53件 9 インドネシア 3．2％ 23件
5 タ　　 イ 7．2％ 51件10 イ　 ン　 ド 2．8％ 20件
1 位から1 0 位までの合計 75．3％ 536件
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4．契約相手先企業との資本関係
平成4年度の新規の技術輸出契約の相手先企業との間の資本関係の有無（＊
注2）について調べてみた。全体では、「資本関係のない企業」への輸出が
64．9％を占める。次いで、「資本金の2分の1以上を所有している企業」へ
22．3％、「資本金の2分の1未満を所有している企業」へ12．8％輸出している。
これは、わが国の技術輸出は資本関係のない企業との取引を中心に展開してい
ることを表している。このことは、技術輸出を行うか否かを決定するにあたっ
ては、資本関係の有無がさほど重要な影響を及ぼしていないことを示すものと
思われる。
地域別に特色を探ってみると、「資本関係のある企業」への輸出の割合は、
アジア地域で高く（38．3％）、北アメリカ（33．7％）、ヨーロッパ（27．3％）
の順となっているが、より資本関係の強い「資本金2分の1以上を所有する企
業」への輸出に限定すると、北アメリカで高く（26．6％）、アジア（20．6％）
ヨーロッパ（19．9％）の順となり、地域による格差は、余り大きくないようで
ある。（図7参照）
しかし、これを国・地域別にみると、アジア地域の中で注目すべき特徴がみ
えてくる。資本関係のない企業への輸出の割合が高い輸出先回〔韓国・中国・
インド〕と、逆に資本関係のない企業への輸出の割合が低い輸出先国〔マレー
シア・タイ〕、その中間位の割合を示す輸出先回・地域〔インドネシア・台湾〕
の三種類に区分される。このように、同じ地域であっても、契約相手先国・地
域それぞれによって、資本関係に明らかな違いが生じている。（図8参照）
これは、それぞれの国・地域において、わが国の企業と資本関係のある企業
の割合が異なること、また経済状況が異なること等の理由による。例えば、イ
ンドにおいては日本からの直接投資が少ないため、資本関係のない企業との契
約の割合が高いと考えられる。また、韓国、中国においては日本からの直接投
資は多いものの、韓国はわが国の企業と資本関係のない企業も活発な経済活動
を行い、わが国からの技術輸入も積極的に行っており、中国においては、委託
加工に伴う技術輸出など、資本関係のない企業との契約の割合が商いのではな
いかと思われる。逆に、タイ、マレーシアについては、わが国からの直接投資
が多く、従って資本関係のある企業との契約の割合が高いと考えられる。
（＊注2）資本関係があるとは、契約相手先企業の株式または持分を所有して
いることを指す。
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図7　技術輸出契約の契約相手先企業との資本関係
64．9％ 12．8％　　　22．3％
N＝710件
7．1％　　　26．6％
北アメリカ
ヨーロッパ
アジア
7．4％　19．9％
17．7％　　　　20．6％
N＝154件
N＝136件
N＝384件
図8　技術輸出契約の契約相手先企業との資本関係
（契約相手先回・地域別）
N＝141件
インドネシア
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5．契約期間
平成4年度の新規の技術輸出契約の契約期間についてみてみる。まず、全体
について契約期間の内訳を多い順に並べると、「5年以上10年未満」が全体
の32．4％を占め、次いで「1年以上5年未満」が24．6％を占めており、この両
者を合わせた「1年以上10年未満」の期間で半分以上（57．0％）を占めてい
ることになる。以下、「その他の期間（＊注3）」が12．0％、「10年以上1
5年未満」が11．7％、「工業所有権等の期間まで」が10．4％と続いている。な
お、「15年以上」（5．6％）及び「1年未満」（3．2％）といった両極端の契
約期間もわずかではあるが、存在することがわかった。
さらに、地域別に比較すると以下のようになる。北アメリカへの輸出は他の地
域に比べて、「1年以上5年未満」の契約の割合が低く（14．3％）、「工業所
有権等の期間まで」（24．0％）及び「その他の期間」（22．7％）の契約の割合
が高くなっている。ヨーロッパへの輸出においては、「15年以上」（10．3％）
の契約の割合が高く、アジアへの輸出は、「1年以上5年未満」（29．2％）の
契約の割合が他の地域に比べ高くなっていることが特色といえる。全般的にみ
るとアジア地域への輸出は、他の二地域への輸出に比べ、比較的短期の契約が
占める割合が高く、これらは各国政府による外国技術導入の政策の違いがある
程度反映しているものと思われる。（図9参照）
6．契約形態
新規の技術輸出契約はどのような契約形態で締結されているのであろうか。
技術輸出契約全体を契約形態別に区分してみると、有償契約が86．1％、クロス
ライセンス契約（＊注4）が7．2％を占めている。一方、無償契約も全体の
6．8％あった。
さて、輸出先国の地域別に契約形態の違いをみると、北アメリカで無償契約
（11．0％）とクロスライセンス契約（14．9％）の割合が高くなっていた。それ
に対し、ヨーロッパ及びアジア地域は非常によく似た傾向を示している。
（図10参照）
（＊注3）「その他の期間」とは、契約期間の定めのないもの、永久となって
いるもの、他の契約が切れるまでと定めてあるもの等を指す。
（＊注4）クロスライセンス契約の中には、等価交換のもの及び対価を支払う
ものも含めている。内訳は対価受取の契約が4．9％・等価交換の契約が1．4％・
対価支払の契約が0．9％である。
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図9　技術輸出契約の契約期間
N＝710件
北アメリカ
ヨーロッパ
N＝154件
N＝136件
N＝384件
図10　技術輸出契約の契約形態
6．8％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　86．1％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7．2％
N＝710件
北アメリカ
ヨーロッパ
アジア
5．1％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　89．7％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5．1％
喜工．…；□
5．2％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　89．6％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5．2％
十：：‘＝□
N＝154件
N＝136件
N＝384件
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7．イニシャルペイメント・ランニングロイヤルティ
技術貿易の実施料の受取方式の代表的なものとしてイニシャルペイメント及
びランニングロイヤルティ（＊注5）が挙げられるが、平成4年度の新規の技
術輸出契約においてはどのく　らいの割合でこれらの方式を採用しているのであ
ろうか。契約形態が、有償契約及び対価受取のクロスライセンス契約と回答の
あった技術輸出契約646件（有償契約611件・クロスライセンス契約＜対
価受取＞35件）に、対価の受取方法について尋ねた。
まず、イニシャルペイメントの受取の有無について、「イニシャルペイメン
ト有」の契約は、全体の56．8％であり、半数以上の契約がイニシャルペイメン
トを受領していること。さらに、地域別にみると、アジア（60．6％）、ヨーロ
ッパ（53．3％）、北アメリカ（51．2％）の順になっており、若干アジア地域の
方がイニシャルペイメントを受領する割合が高いことがみてとれる。
次に、ランニングロイヤルティの受取の有無について、「ランニングロイヤ
ルティ有」の契約は、全体の75．2％であり、四分の三以上の契約が、ランニン
グロイヤルティを受領している。地域別にみると、アジア（75．4％）、北アメ
リカ（75．2％）、ヨーロッパ（73．6％）であり、ランニングロイヤルティの受
領の割合については、地域によりほとんど差がないといえる。（図11参照）
図11イニシャルペイメントランニングロイヤルティ有の契約（地域別）
（＊注5）イニシャルペイメントとは、契約発行時叉は一定期間内に契約製品
の生産・販売・使用等に基づく実施支払債務の発生の有無にかかわらず、独立
的に支払われる金額をさす。ランニングロイヤルティ　とは、契約製品の出来高
に関連して支払われる実施料のことで、別名「出来高払い実施料」ともいう。
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ここでイニシャルペイメントとランニングロイヤルティの受領の有無につい
て国・地域別にさらに詳しくみる。イニシャルペイメントについては、アジア
地域において特徴が出ているのがわかる。イニシャルペイメントを受領する割
合の高い輸出先国〔インド・韓国・中国〕、逆に割合の低い輸出先国〔インド
ネシア・マレーシア〕、その中間位の割合を示す輸出先国・地域〔タイ・台湾〕
の三種類に区分される。（図12参照）韓国、中国、インドにおいてイニシャ
ルペイメントを受領する割合が高いのは、資本関係のある会社への輸出の割合
が低いためと考えられる。
一方、ランニングロイヤルティを受領する割合を検討してみると、他の国々
に比べ、中国において受領する割合が低く（57．7％）、マレーシア（85．3％）
及びインド（94．7％）では高いという特徴がある。その他の国・地域ではよく
似通った傾向を示している（図13参照）
イニシャルペイメントとランニングロイヤルティの間にはあまり相関は見ら
れず、個々の国々の事情に従った契約が結ばれていることが示唆される。
図12　イニシャルペイメント有の契約（国・地域別）
N＝110（勒　N＝32　帖21　NE90　N＝51　NdO N＝48　　N＝34　帖22　帖19
100％
80％
60％
40％
20％
0％
米国　　　　ドイツ　　　　中国　　　　　タイ　　　インドネシア
英国　　　　韓国　　　　台湾　　　マレーシア　　インド
図13　ランニングロイヤルティ有の契約（国・地域別）
N＝114（件）Nコ32　　N＝22　　Nこ91　N＝52　　N［51　N＝49　　N＝34　　N工23　　Nこ19
米国　　　　ドイツ　　　　中国　　　　　タイ　　　インドネシア
英国　　　　韓国　　　　台湾　　　マレーシア　　インド
ー13－
最後に、イニシャルペイメントとランニングロイヤルティの組み合わせにつ
いてみてみよう。全体では、「イニシャルペイメント有・ランニングロイヤル
ティ有」が38．9％、「イニシャルペイメント無・ランニングロイヤルティ有」
が35．6％、「イニシャルペイメント有・ランニングロイヤルティ無」が17．9％
「その他（＊注6）」が7．7％を占めている。
さらに、相手先企業との資本関係別にみてみると、「イニシャルペイメント
有」の契約の割合は、資本関係がない企業への輸出の場合は68．3％あるのに対
し、資本金の2分の1未満の所有の企業の場合では48．3％、さらに資本金の2
分の1以上所有の企業の場合では、26．1％にとどまっており、資本関係のない
企業との取引の場合にイニシャルペイメントを受領する割合が高くなっていた。
イニシャルペイメントを受領する意味の一つとして、技術開示に対する危険回
避の意味合いがあるといわれるが、この調査結果は、イニシャルペイメントを
受領するか否かを決定するにあたって、資本関係の有無を重要なファクターと
して考えていることを示しているものと思われる。（図14参照）
8．独占権・再実施権
技術貿易の契約上、支払方式以外に定められる権利の代表的なものとして独
占権及び再実施権が挙げられるが、平成4年度の新規の技術輸出契約において
は、これらの権利を取り決めている割合はどのくらいであろうか。
まず、独占権の付与の有無について、「独占権有」の契約は、全体の37．3％
であり、全技術輸出契約の三分の一以上に独占権を付与していることがわかっ
た。さらに、地域別にみると、アジア（40．6％）、ヨーロッパ（35．3％）、北
アメリカ（33．1％）の順になっており、若干アジア地域の方が独占権を付与す
る割合が高いことがみてとれる。
つぎに、再実施権の付与の有無について、「再実施権有」の契約は、全体の
10．4％である。さらに、地域別にみると、ヨーロッパ（20．6％）及び北アメリ
カ（17．5％）で高く、アジア（4．5％）では低くなっている。輸出技術の内容、
技術吸収力・応用力等の各国の事情及び技術の開発に要した期間や投下した資
本等を考慮し、企業戦略上有利と判断した場合に再実施権付与しているものと
思われる。（図15参照）
（＊注6）「その他」の支払方法とは、定額払等を指す。
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図14　イニシャルベイルトとラン二げロイヤルティの組み合わせ
（資本関係別）
N＝627件
22．4％　　　　　　　　23．7％　　　　　8．0％
資本関係無し
2分の1未満所有
2分の1以上所有
N＝410件
21．5％　　　4．6％
■仁シ腑・ラン二相団イ二シ嫡・ランこげ無
囚仁シ腺ラン二ン欄□その他
N＝130件
図15　独占権・再実施権有の契約（地域別）
（件）
N＝708　N＝703　　　N＝154　N＝154　　　N巳136N＝135　　　　N＝382N≡377
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ここで独占権及び再実施権付与の有無について国・地域別にさらに詳しくみ
る。全技術輸出契約に対する独占権付与の割合については、韓国（50．0％）、
タイ（50．0％）において付与の割合が高く、ドイツ（29．2％）、インドネシア
（30．4％）、米国（31．2％）、中国（32．1％）で低くなっている。
（図16参照）
一方、再実施権については、英国（28．6％）が比較的高く、アジア地域の国
々は一般に低い割合を示している。（図17参照）
図16独占権有の契約（国・地域別）
N＝141（件）N＝35　N＝24　帖396　N＝56　N＝53　Nニ50　N＝34　N＝23　N＝20
米国　　　　ドイツ　　　　中国　　　　タイ　　インドネシア
英国　　　　韓国　　　　台湾　　　マレーシア　　インド
図17再実施権有の契約（国・地域別）
N＝141（件）N＝35　N＝24　N＝95　N＝55　N＝53　N＝48　N＝33　N＝22　N工20
米国　　　　ドイツ　　　　中国　　　　タイ　　　インドネシア
英国　　　　韓国　　　　台湾　　　マレーシア　　インド
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独占権及び再実施権と契約期間との相関関係をみると再実施権と契約期間と
の間に、強い相関関係がみうけられる。契約期間が「1年未満」の契約におい
ては、再実施権付与の契約が全くなく、「1年以上5年未満」では1．0％、「5
年以上10年未満」では6．6％、「10年以上15年未満」では9．6％となり、
長期の「15年以上」では12．5％、「工業所有権等の期間まで」では27．0％と
契約期間の長い契約ほど再実施権を付与する割合が高い傾向を示している。
（図18参照）
最後に、独占権と再実施権の組み合わせについてみてみよう。「独占権無・
再実施権無」が一番多く58．8％、以下「独占権有・再実施権無」が30．8％、
「独占権有・再実施権有」が6．1％、「独占権無・再実施権者」が4．3％を占め
ている。（図19参照）
図18　独占権・再実施権有の契約（契約期間別）
1年未満　　　　　　5年以上10年未満　　　　　15年以上　　　　　　　　その他
1年以上5年未満　　　10年以上15年未満　　工業所有権等の期間まで
図19独占権・再実施権の組み合わせ
独占権有・再実施権有　6．1％
独占権無・再実施権無　58．8％
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独占権有・再実施権無　30．8％
独占権無・再実施権有　4．3％
9．技術の種類
技術輸出契約に含まれる技術の種類について、特許・ノウハウ・商標・出願
中特許・実用新案・意匠に区分けして調査を行った。なお、これらの技術の種
類を重複して含む場合は、すべて回答してもらうよう依頼している。
まず最初に、全技術輸出契約について、特許・ノウハウ・商標の含まれる割
合をみてみる。特許は全契約の46．1％、ノウハウは86．6％含まれ、ほとんどの
契約にはノウハウが含まれていることがわかる。これに対し、商標は約五分の
一（20．1％）含まれている。
また、輸出先の地域別にみてみると、特許を含む割合は、ヨーロッパ（60．3
％）及び北アメリカ（55．8％）で高く、アジア（37．4％）で低くなっている。
ノウハウを含む割合は、逆にアジア（93．8％）で高く、ヨーロッパ（80．1％）
及び北アメリカ（73．4％）において低くなっている。これらの違いは輸出され
る技術及び形態の違い、技術基盤の違い等を反映しているものと思われる。商
標については、地域による格差はあまりないようである。（図20参照）
さらに、これらを国・地域別に詳しくみてみる。まず、各国の全技術輸出契
約に占める特許有の契約の割合を示すと、ドイツ（83．3％）において特許の含
まれる割合が高く、次いで米国（56．7％）であり、アジア諸国では韓国（52．0
％）、中国（50．0％）を除くと一般に特許を含む契約の割合は低く、特にタイ
（7．8％）において低い値を示している。（図21参照）
ドイツ及びタイへ輸出された主な技術を考察してみると、ドイツへは、「建設」、
「医薬品」、「その他の電子応用装置」関連の技術が多く輸出され、一方、
タイへは、「食料品」、「繊維」、「油脂・塗料」、「窯業」、「鉄鋼」、
「電子計算機」関連の技術が多く輸出されている。こうした、輸出技術の分野
の違いが、特許有の契約の割合の違いとなって現れているものと考えられる。
（P94～P97・PlO8～plO9参照）ただし、そもそも全体件数が少なく（ドイツ
24件・タイ51件）、調査対象となった平成4年度だけの一時的な傾向であ
る可能性もあり、正確な分析は他のデータと併せて考慮する必要がある。
ノウハウ有の契約は、アジア地域の国々で含まれる割合が高く、英国（91．4
％）においても高くなっている。逆に、特許の含まれる割合の高かったドイツ
は、ノウハウが含まれる割合（54．2％）が低い。（図22参照）
商標有の契約は、インドネシア（30．4％）、タイ（25．5％）をはじめ一般的
にアジア地域の国々において含まれる割合が商いが、際だった特徴を示す国は
存在しないようである。（図23参照）
－18－
図20特許・ノウハウ・商標有の契約（地域別）
N＝711（件）　N＝154　　　　N＝136　　　N＝385
全体　　　　北アメリカ　　ヨーロッパ　　　アジア
図21特許有の契約（国・地域別）
N＝141（件）N＝35N＝24N＝98N＝56N＝53N＝51N＝34N＝手23N＝20
米国　　　ドイツ　　　中国　　　　タイ　　インドネシア
英国　　　　韓国　　　　台湾　　マレーシア　　インド
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図22　ノウハウ有の契約（国・地域別）
N＝141（件）N＝35N＝24N＝98N＝56N＝53N＝51N＝34N＝23N工20
96．4％96．2％　98．0％97．1％100．0％100．0％
米国　　　ドイツ　　　中国　　　　タイ　インドネシア
英国　　　韓国　　　台湾　　マレーシア　インド
図23商標有の契約（国・地域別）
N＝141（件）N工己35N＝24N＝98N＝56N＝53N＝51N＝34N＝23N＝20
米国　　　ドイツ　　　中国　　　　タイ　　インドネシア
英国　　　韓国　　　台湾　　マレーシア　インド
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今度は、全技術輸出契約について、出願中特許・実用新案・意匠の含まれる
割合をみてみよう。出願中特許は全契約の24．3％、実用新案は14．2％、意匠は
6．2％含まれている。
さらに、技術輸出先の地域別にみてみると、出願中特許はヨーロッパ（41．2
％）において含まれる割合が非常に高く、以下北アメリカ（25．3％）、アジア
（18．7％）の順になっている。実用新案は、ヨーロッパ（16．2％）及びアジア
（15．1％）で似た値を示し、北アメリカ（9．7％）においてやや低い債を示して
いる。意匠については、アジア（7．8％）において含まれる割合が高く、北アメ
リカ（3．9％）及びヨーロッパ（3．7％）は似た値を示している。
（図24参照）
図24出願中特許・実用新案・意匠有の契約（地域別）
N＝711（件）　N＝154　　　　N＝136　　　　N＝385
全体　　　北アメリカ　　ヨーロッパ
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技術輸出契約に含まれる技術の種類を個々にみてきたが、実際の契約はこれ
らの組み合わせによって取引されている。そこで、特許・ノウハウ・商標の組
み合わせ及び輸出先企業との資本関係との相関をみてみよう。全技術輸出契約
のうち、「ノウハウのみ」の契約が一番多く、全体の41．8％を占めている。以
下、「特許＋ノウハウ」26．7％、「特許のみ」11．0％、「ノウハウ＋商標」
9．8％、「特許＋ノウハウ＋商標」8．3％の順である。また、「商標のみ」の契
約もわずかながら（1．7％）存在している。
さて、契約相手先企業との資本関係別にこれらの組み合わせの特徴をみてみ
ると「特許のみ」の契約と「ノウハウのみ」の契約の割合に特徴がみうけられ
る。「特許のみ」の契約は、資本関係のない企業への輸出に占める割合が高く
（15．7％）、資本金の2分の1未満所有の場合（2．2％）及び資本金の2分の1
以上所有の場合（1．9％）では著しくその割合が減少している。一方、「ノウハ
ウのみ」の契約は、資本関係のない企業へ輸出する場合に占める割合が低く
（38．7％）、資本金の2分の1未満所有の場合（47．3％）及び資本金の2分の
1以上所有の場合（48．1％）に割合が高くなるといった互いに逆の傾向がみえ
る。技術の種類の他の組み合わせは、資本関係の違いによる大きな特徴はみう
けられないことから、資本関係の有る場合には、ノウハウを伴った契約の割合
が高く、特許を伴った契約の割合が低いといえる。（図25参照）
10．特許内包契約に含まれる特許数
特許内包契約は、－契約あたり何件の特許を含んでいるのであろうか。新規
の技術輸出契約中、「特許」及び「出願中特許」を含むと答えた契約328件
に対し、内包する特許数を尋ねた。その結果、「2件以上10件未満」が46．6
％を占め、「10件以上50件未満」が25．2％であり、一契約に「1件」とい
う契約はわずか14．6％に過ぎない。また、「100件以上」が8．4％、「50件
以上100件未満」が5．3％といった、一契約に多数の特許を含んだ契約があわ
せて10％以上も存在する事は注目すべきであろう。（図26参照）
さて、一契約に含まれる特許の数と契約形態の間にはどのような関係がみら
れるのであろうか。－契約に「1件」の特許を含む場合には、無償契約が10．6
％存在し、逆にクロスライセンス契約は2．1％しか存在しないのに対し、一契約
に「100件以上」の特許が含まれる契約になると、無償契約が3．7％に減少し
クロスライセンス契約が48．1％も占めている。一契約に含まれる特許件数が多
い契約では無償契約の割合がやや減少し、クロスライセンス契約の割合がかな
り増加する傾向がみてとれる。（図27参照）
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図25技術輸出契約の技術の種類（資本関係別）
11．0％　　　　　　　　　　41．8％
資本関係なし
資本金の2分の1未満
資本金の2分の1以上
1．7％　　　　25．7％　　　　　9．8％　8．3％0．8％
15．7％　　　　　　　　　　　3各．7％
2．2％　　　　　　　　　　47．3％　　　　　　　　　1．11熟
N宣711件
2．2％　　　　272％　　　　　8．3％　7．（沌1．1％
2421苑　　　　　　　18．7％
N＝460件
図26特許内包契約に含まれる特許数
100件以上　8．4％　1件14．6％
2件以上10件未満　46．6％
図27内包する特許数と契約形態
10．6％　　　　　　　　　　　　　　　　87．2％ 2．1％
1件
2件～10件
10件～50件
50件～100件
100件以上
87．3％　　　　　　　　　　　　　　6．0％
92．6％　　　　　　　　　　　　　　　4．9％
82．4％　　　　　　　　　　　　　　17．6％
N＝47件
N已150件
N＝61件
N工17件
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Ⅳ　●　技術分類月吋の分析結果
第Ⅱ章では、技術輸出の全般的な動向について概観してきたが、この章では
輸出された技術の内容に踏み込んでさらに細かく技術輸出の状況をみてみる。
1．技術分類について
輸出された技術を分類するために、本調査では当研究所において「外国技術
導入の動向分析」を作成する際に、日本標準産業分類を基に作成した「技術分
類」（48分類）を用いて分類した。〔以下技術分類別と呼ぶ〕
（資料1－別添2参照）
技術の分類は全部で48分類あるため、本書の分析にあたってはこの分類以
外に、技術分類を電気・機械・化学・金属・その他の大きく五分野に統合した
分類を重ねて用いるものとする。〔以下技術分野別と呼ぶ〕（資料2参照）
2．技術分類別技術輸出状況
平成4年度の新規に技術輸出された技術の内容はどのようなものであろうか。
技術分野別にみてみると「電気」分野が一番多く、全体の29．2％を占める。次
いで、「機械」分野が23．5％となっており、これら二分野で半分以上を占めて
いる。以下、「化学」19．4％、「その他」16．9％、「金属」11．1％の順となっ
ており、比較的均等に各分野から輸出されている。（図28参照）
次に、これを技術分類別にみてみよう。「輸送用機械」が一番多く13．9％、
次いで「電子・通信用部品」（6．6％）、「電子計算機」（6．3％）、「医薬品」
（5．9％）、「金属製品」（4．6％）の順となっており、これら上位五位までの
技術で全体の三分の一以上（37．3％）を占めている。以下、上位十位までの技
術分類を示した。（表3参照）
3．契約相手先国・地域
技術輸出契約全体の傾向と比較して、各技術分野別に契約相手先地域の特色
があるのだろうか。
「電気」分野においては、アジア向けの輸出の割合が比較的高く、ヨーロッパ
向けの輸出の割合が低い。「化学」分野は、北アメリカ及びヨーロッパへの輸
出の割合が比較的高く、アジアへの輸出の割合が比較的低い。「金属」分野は
北アメリカへの輸出の割合が高く、ヨーロッパへの輸出の割合が比較的低いと
いった傾向がそれぞれでている。また、「機械」分野及び「その他」分野は全
体の傾向とよく似た傾向を示している。しかし、技術分野でみる限りは大きな
特徴はないようにみえる。（図29参照）
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図28　輸出技術の技術分野の内訳
その他16．9％
表3　技術輸出契約の技術分類の内訳
技 術の種類 割　　 合 件　 数
輸送 用機械 13．9％ 9　9 件
電子 ・通信 用部 品 6．6％ 4　7 件
電子 計算機 6．3％ 4　5 件
医薬 品 5．9％ 4　2 件
金属 製品 4．6％ 3　3 件
民 生用電 気機械 4．5％ 3　2 件
有機 化学 3．9％ 2　8 件
窯業 3．7％ 2　6 件
油脂 ・塗料 3．7％ 2　6 件
テ　レビ ・音響器 具 3．5％ 2　5 件
その他 43．4％ 3　0　9 件
合　　　 計 100．0％ 7 1 2 件
図29契約相手先地域（技術分野別）
21．8％　　19．1％　　　　　　　　54．1％　　　　　　5．1％
■北アメリカ国∃可ッパ園アジアロその他
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さらに技術分類別にみてみよう。全技術輸出契約の傾向と比較して、北アメ
リカへの輸出の割合が高い技術として、「電子・通信用部品」、「有機化学」
「医薬品」がある。また、ヨーロッパへの輸出の割合の高い技術として「医薬
品」、「有機化学」、「輸送用機械」が挙げられ、「医薬品」、「有機化学」
といった技術は、ヨーロッパ、北アメリカ向けの輸出に傾斜していることがわ
かる。一方、アジアへの輸出の割合の高い技術としては「民生用電気機械器具」、
「油脂・塗料」、「窯業」の順となっており、細かくみると技術の違いによっ
て、輸出先の地域が大きく異なっていることがわかった。（図30参照）
図30契約相手先地域（技術分類別）
電子・通信用部品
民生用電気機械器具
テレビ・音響器具
■北アメリカ図ヨーロッパ国アジアロその他
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最後に、国・地域別に輸出された技術の特色をみてみよう。まず、米国、英
国、ドイツについてみると、全体に比べ「化学」分野の割合が高いことがこれ
らの国々の共通した特色である。また、「電気」分野の輸出の割合が英国で低
いことが注目すべき特色といえよう。さて、アジア地域の国々に目をむけると、
これらの国々への輸出は「化学」分野の割合が低いことが共通した特色である。
「電気」分野と「機械」分野を加えた割合をみると、割合の高い国・地域＜韓
国・中国・台湾・マレーシア・インド＞と割合の低い国＜タイ・イジドネシア
＞の二つのグループに大別でき、アジア諸国間でも違いがみられる。
（図31参照）
図31輸出技術の技術分野の内訳（匡・地域別）
29．2％　　　　　　　23．5％　　　　　19．4％　　11．1％　　16．9％
インドネシア
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4．契約相手先企業との資本関係
技術の種類の違いによって、相手先企業との資本関係に何らかの特色がみら
れるのであろうか。まず、全技術輸出契約の傾向と各技術分野の傾向とを比較
してみよう。「資本関係のある」企業への輸出の割合は、「電気」分野におい
て高く、「化学」分野で低くなっている。より資本関係が強いといえる「資本
金2分の1以上所有」の企業への技術輸出の割合に限定しても、「電気」分野
が一番高く、3分の1以上（35．1％）輸出している。（図32参照）
さらに、技術分類別にみると、資本関係のある企業への輸出の割合が高い技
術としては、「電子計算機」、「民生用電気機械器具」、「輸送用機械」の順
である。「電気」分野の技術であっても、「電子・通信用部品」、「テレビ・
音響器具」の抜術では、資本関係のある企業への輸出の割合は技術輸出契約全
体の傾向と同じである。資本関係のある企業への輸出の割合の低い技術に目を
向けると、「医薬品」、「有機化学」、「油脂・塗料」の順となっており、い
ずれも「化学」分野の技術が上位を占めている。（図33参照）
図32契約相手先企業との資本関係（技術分野別）
9．1％　　　　　　35．1％
巨∃匿逗琵琶ヨ N＝208件
8．8％　13．2％
69．6％ 20．3％　　10．1％
ロ匝覇
N＝136件
N工79件
1資本関係なし国資本の2分の1未満団資本の2分の－以上
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図33　契約相手先企業との資本関係（技術分類別）
64．9％ 12．8％　　22．3％
匡∃匡笠ヨ N＝710件
電子・通信用部品
33．3％　　　8．9％
民生用電気機械器具
テレビ・音響器具
16．7％　8．3％
油脂・塗料 藍垂1、二モ
24．2％　　9．1％
N＝24件
雷資本関係机臼資本の2分の1未満団資本の2分の－以上
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5．イニシャルペイメント・ランニングロイヤルティ
技術の種類によって、対価の受取方法に何らかの特徴がみうけられるのであ
ろうか。イニシャルペイメントを受領する割合は、「金属」分野を除くと一般
にランニングロイヤルティを受領する割合より低くなっている。また、イニシ
ャルペイメントを受領する割合は、「機械」分野において若干高くなっている
以外は分野による違いはほとんど見られず、50％～60％の水準である。
一方、ランニングロイヤルティを受領する割合は、「機械」、「化学」、
「電気」分野で高く、「金属」、「その他」分野では低くなっている。
（図34参照）
さらに、技術分類別にみるとイニシャルペイメントを受領する割合は「有機
化学」及び「窯業」で非常に高く、逆に「民生用電気機械器具」で低くなって
いる。（図35参照）
一方、ランニングロイヤルティを受領する割合は、高い技術（油脂・塗料、
テレビ・音響器具、民生用電気機械器具、医薬品、輸送用機械）と低い技術
（窯業、金属製晶、電子計算機、電子・通信用部品、有機化学）の二つに大別
できる。（図36参照）
図34イニシャルペイメント・ランニングロイヤルティ有の契約（技術分野別）
Nヒ527（件）　　N＝180　　　　N＝159　　　N呈115　　　　N＝76　　　　Nご97
Ⅳ工544　　　　　N＝184　　　　　N≡159　　　　　N＝116　　　　　N＝76　　　　　N＝109
1111111Ill
全体　　　電気　　　機械　　化学　　　金属　　その他
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図35　イニシャルペイメント有の契約（技術分類別）
N＝38（件）N＝35　N＝32　N巳23　N＝93　N＝24　N＝26　N＝24　N＝32　N＝26
♂・肇・柑♂轟靡磨紗腋
図36　ランニングロイヤルティ有の契約（技術分類別）
100％
N＝39（件〉　N＝38　N＝32　N已23　　N＝93　N＝24　N＝26　N＝24　N＝32　　N＝26
95．7％　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1（X）．0％
♂・肇・樹♂轟靡♂腋
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6．独占権・再実施権
技術貿易の契約においては独占権・再実施権を付与する場合があるが、技術
の種類の違いによって、独占権・再実施権の付与の割合に何らかの特徴がみう
けられるのであろうか。独占権の付与の割合は、全体の平均と比べて高い分野
〔機械・その他〕、中間の値を示す分野〔化学〕、低い分野〔電気・金属〕の
三種類に分類できる。一方、再実施権も全体の平均と比べて高い分野〔化学・
その他〕、中間の値を示す分野〔電気・機械〕、低い分野〔金属〕の三種類に
分類できる。（図37参照）
さらに、技術分類別にみると独占権の付与の割合については、高い技術は
「油脂・塗料」、「輸送用機械」、「医薬品」であり、逆に割合の低い技術は
「テレビ・音響器具」、「民生用電気機械器具」、「電子通信用部品」で、技
術の種類によって独占権の付与の割合に大きな違いが生じている。
（図38参照）
再実施権についてみると、「医薬品」において付与する割合が高いことが大
きな特徴といえる。（図39参照）
図37独占権・再実施権有の契約（技術分野別）
N＝708（件）　　N＝207　　　　N工187　　　　N＝135　　　　N＝79　　　Nコ119
全体　　　電気　　　機械　　　化学　　　金属
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図38独占権有の契約（技術分類別）
N＝47（件）N＝44　N＝32　NS25　N＝99　N＝42　N＝28　N＝24　N工33　N工26
♂・肇・樹♂轟軸率酵
図39再実施権有の契約（技術分類別）
N＝47（件）N＝44　N＝32　N＝25　N＝98　帖342　N＝28　N＝24　　N＝33　N＝26
♂・肇・樹♂轟工が♂腋
－33－
7．技術の種類
輸出される技術に含まれる技術の種類を技術分野別に考察してみると、特許
を含む割合は、「機械」、「電気」分野において高く、50％を超えているが、
「金属」、「その他」分野では低くなっている。また、ノウハウを含む契約の
割合は、「電気」分野が他の分野に比べて低くなっているのが特徴である。商
標を含む契約については、「化学」、「機械」分野で高くなっているが、特許
やノウハウに比べてその割合は全般的に低い。（図40参照）
さて、これらを技術分類別にみると特徴が際だってくる。例えば、「電気」
分野をみると「テレビ・音響器具」は特許を含む割合が72．0％と極めて高い、
逆に「電子計算機」は特許が含まれる割合がわずか25．0％と著しく低くなって
いる。同様のことが化学分野についてもいえ、特許を含む契約の割合が「医薬
品」において商いのに対し、「油脂・塗料」では著しく低くなっている。この
ように、同じ技術分野内においても技術分類別によって、大きく異なっている
ことがわかる。（図41参照）
ノウハウを含む契約の割合も、技術分類別にみると特徴が際だっているが、
例えば、「電気」分野を例にとると「電子計算機」はノウハウを含む割合が高
く、「電子・通信用部品」は低いといった、特許の含まれる割合とは逆の特徴
がみられ、ノウハウに関しても同じ技術分野内であっても技術分類の別によっ
て大きく異なっていることがわかる。（図42参照）
商標については、「油脂・塗料」、「テレビ・音響器具」、「医薬品」とい
った最終消費製品に直結する比率の高いと考えられる技術に含まれる割合が高
いことがみてとれる。　（図43参照）
図40特許・ノウハウ・商標有の契約（技術分野別）
N已711（件）　N＝207　　　N＝167　　　N＝138　　　N＝79　　　N已120
全体　　　電気　　　機械　　　化学　　　金属　　　その他
－34－
図41特許有の契約（技術分類別）
Nコ47（件）Nd拘　N≡32　N＝25　Nヒ99　N＝42　N＝28　N含26　N＝33　N＝26
♂・肇・樹♂轟密♂㌔
100％
図42　ノウハウ有の契約（技術分類別）
N＝47（件）N宣44　N＝32　N＝25　N＝99　N＝42　N＝28　N＝26　N＝33　N＝26
99・0％　　　　　　　　　　1（泊．0％　　93．9％
円‾‾四円
♂・肇・柑♂轟或♂毅
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図43商標有の契約（技術分類別）
N＝47（件）N＝44　N＝32　N＝25　N＝99　N巳42　N＝28　N＝26　N工33　N＝26
♂・肇・樹♂轟軸率腋
8．特定技術分野
今までは技術分類を中心としてみてきたが、ここでは切り口をかえて、特定
技術分野における八つの技術、電子計算機＜ハードウエア・ソフトウエア・
（＊注7）サービス＞、半導体、原子力、航空・宇宙、医薬品、バイオテクノ
ロジーの技術に着目し、技術輸出の状況をみてみた。なお、これらの技術を重
複して含む場合は、すべて回答してもらうよう依頼している。
その結果、医薬品が全体の5．9％、ソフトウエアが4．4％、ハードウエア
が2．2％、半導体が2．2％、電子計算機のサービスが0．7％、バイオテクノ
ロジーが0．7％、航空・宇宙関連の技術が0．4％となっている。（表4参照）
さて、ここで特定技術分野で全体に占める割合が高かった技術についてもう
少し詳しくみてみよう。医薬品については、既に検討を加えているので、ここ
ではソフトウエアをとりあげる。ソフトウエアの輸出先の地域は、アジア向け
がやや多いものの、ほぼ全体の傾向と同じであり特定の地域に対する偏りはみ
られない。（図44参照）
また、輸出相手先企業との資本関係は、全体と比較してソフトウエアは資本
関係のあるところへの輸出が多くなっている。（図45参照）
（＊注7）電子計算機のサービスとは、電子計算機の運用・管理等の技術支援
のことを指す。
－36－
表4　特定技術分野の輸出状況
特定技術分野 （＊）割　 合 輸出件数
電子計算機 （ハー ドウエア） 2 ． 2 ％ 1 6 件
（〃トウエア） 4 ． 4 ％ 3 1 件
（サービス） 0 ． 7 ％ 5 件
半導体 2 ． 2 ％ 1 6 件
原子力 0 ％ 0 件
航空 ・宇宙 0 ． 4 ％ 3 件
医薬品 5 ． 9 ％ 4 2 件
バ イオテクノロジー 0 ． 7 ％ 5 件
（＊）全輸出契約712件に占める割合
図44　輸出相手先地域
21．8％　　　　19．1％
ソフトウエア
54．1％
匡璽∃匡歪歪重宝ヨ［ N＝712件
図45輸出先企業との資本関係
64．9％　　　　　　　　　　　12．8％　　　22．3％
35．5％　　　　　12．9％
ソフトウエア
51．6％
田E‡三三三Ⅱ］
N＝710件
N＝31件
胃37－
Ⅴ．　技術輸出入の上ヒ瘻交
今までは、技術輸出の状況について技術輸出のみに着目し、分析を行ってき
たが、本章においては、今回行ったアンケート調査によって明らかになった平
成4年度の新規の技術輸出の動向と当研究所が作成している「外国技術導入の
動向分析（平成4年度）」（科学技術政策研究所調査研究資料No．37）との比較
を通して技術貿易の実態を解明していくこととする。
1．はじめに
さて、技術輸入のデータとの比較を行うにあたって、今回の調査データと
「外国技術導入の動向分析」による技術輸入のデータとの間にはいくつかの相
違点が存在するため、比較の際にはこの点に留意する必要がある。
（表5参照）
まず、今回の技術輸出調査はアンケート方式による抽出調査であり、技術輸
入調査の方は、報告書に基づくいわば全数調査といった調査方法をとっている。
また、それ以外に、調査対象企業に大きな違いが存在する。今回の技術輸出に
関する調査対象企業は、資本金10億円以上の企業のため、資本金10億円未
満の企業はもともと調査対象から除外されている。一方、技術輸入のデータは
すべての技術輸入契約を対象としているため、資本金10億円未満の企業の行
った技術輸入契約も含まれていることになる。ちなみに、資本金10億円未満
の企業が行った平成4年度の新規の技術輸入契約はどのくらいの数にのぼるの
であろうか。平成4年度の新規の技術輸入を行った企業数および輸入件数を企
業の資本金別に考察してみると、資本金10億円未満の企業の行った技術輸入
契約は企業数で46．1％、契約件数で35．8％にのぼっていることがわかる。そこ
で、今回の技術輸出のデータとの比較の際には、可能な限り同一ベースでの比
較を行うため、平成4年度の新規の全技術輸入契約3224件のうち、資本金
10億円未満の企業の行った技術輸入契約を除外し、資本金10億円以上の企
業の行った技術輸入契約2071件をとりだして以下の比較を行うものとする。
（図44参照）
上記の相違点を念頭においた上で、比較検討を試みてみよう。
????????」???
﹈???
??
???
??
??
??
﹇
、???
????、? ?? ?????? ?? ?? ?? ?? ?? ??）? ?（
38
????「
?????
表5．技術輸出・技術輸入統計の比較表
技　 術　 輸　 出 技　 術　 輸　 入
調査報告書 今回の調査 外国技術導入の動向分析 （★）
調査対象 資本金 1 0 億円以上で研究 すべての企業
開発を行 っている企業及び （今回の比較 にあたっては資
技術貿易と関連のある企業 本金 1 0 億円以上の企業を抽
1 5 8 6 社 出）
調査方法 郵送によるアンケー ト調査 法令 （★）に基づ く報告書等
回答企業　　　　 8 1 2 社
回収率　　　　　　 51．2％
を集計 した全数調査
技術貿易の調 特許 ・実用新案 ・意匠 ・ 同左
査範囲 商標 ・ノウハ ウの譲渡及び
使用権の設定
調査対象契約 契約月日が平成4 年 4 月 1 同左 （報告年月日が左記の
日から平成 5 年3 月3 1 日
までの契約
期間のもの）
（★）外国為替及び外国貿易管理法に基づいてなされる技術導入に関する報
告書等をもとにして、当研究所が毎年作成している「外国技術導入の
動向分析」の平成4年度版（科学技術政策研究所調査研究資料No．37）
のデータを用いたものである。
図46技術輸入契約の実施企業数と輸入件数
（資本金別）
10．1％
14．6％
（歯）輸入企業数
－39－
2．技術分類別輸出入契約状況
平成4年度の新規の技術貿易の契約は、輸出及び輸入によってどのような違
いがみられるのであろうか。技術分野別に輸出入を比較してみよう。
まず、技術輸入においては、「電気」分野の占める割合が非常に高く（64．1
％）、実に全技術輸入契約の約三分の二が「電気」分野で占められていること。
また、「金属」分野の占める割合が低い（1．5％）ことが、特徴として挙げられ
よう。技術輸出では、各分野から比較的均等に輸出されているのに対し、技術
輸入では「電気」分野に集中していることがみてとれる。（図47参照）
さらに、技術分類別にみてみよう。「輸送用機械」、「電子計算機」、「電
子・通信用部品」の技術は、技術輸出入とも上位に位置しているが、技術輸入
において「電子計算機」の技術が全体の約半数（48．2％）を占めていることは
注目すべきである。一方、技術輸出においては、「輸送用機械」の技術が一位
を占めているが、全体に占める割合は、約八分の一（13．9％）に過ぎず、「電
子計算機」関連の技術輸入が突出していることがわかる。（表6参照）
3．契約相手先国・地域
技術輸出においては、アジアが半数以上を占め、残りを北アメリカ、ヨーロ
ッパが半分ずつを占めているのに対し、技術輸入においてはアジア地域からの
輸入はほとんどなく、北アメリカとヨーロッパの二地域から輸入しているとい
った、輸出と輸入によってかなり異なった様相を呈している。（図48参照）
また、輸出入の上位五ヶ国・地域をみてみると、双方ともアメリカが一位に
なっているが、全体に占める割合は大きく異なっている。また、輸出ではアメ
リカに次いでアジアの国・地域が占めているのに対し、輸入ではヨーロッパの
国々が占めているといった特徴がでている。（図49参照）
図47　技術輸出入契約の技術分野の内訳
54．1％
（薔）技術輸入
■電気因機械田化学盟金属□その他
－40胃
表6　技術分類別技術輸出入契約（上位10位まで）
技　 術　 輸　 出 （＊）技　 術　 輸　 入
技術の種類 割　 合 件　 数 技術の種類 割　 合 件　 数
輸送用機械 13．9％ 99件 電子計算機 48．2％ 999件
電子通信用部品 6．6％ 47件電子通信用部品 6．2％ 129件
電子計算機 6．3％ 45件 テレビ ・音響器具 3．6％ 75件
医薬品 5．9％ 42件 輸送用機械 3．5％ 72件
金属製品 4．6％ 33件 外衣 3．4％ 70件
民生用電気機械 4．5％ 32件通信機械 2．招 58件
有機化学 3．9％ 28件 化学機械装置 2．6％ 54件
窯業 3．7％ 26件ボ イラ ・原動機 2．6％ 53件
油脂 ・塗料 3．7％ 26件 精密機械 2．0％ 41件
テレビ ・音響器具 3．5％ 25件 電子応用装置 1．4％ 30件
その他 43．4％ 309件その他 23．7％490件
合計 100．0％ 712件 合計 100．0％2071件
図48技術輸出入契約の契約相手先地域
21．8％　　　　　19．1％
技術輸出
（薔）技術輸入
噛土地咄貴書 N＝712件
28．1％　1．4％1．1％
義輝萎ilN＝2071件
■北アノカ国ヨー　閻アアロその他
図49技術輸出入契約の契約相手先国・地域
タイ7．2％　台湾7．4％
技術輸出
－41－
アメリカ67．1％
（器）技術輸入
さらに、技術分野別に、全体の平均と比較することを通して、各技術分野の
契約相手先地域の特徴をみる。「電気」分野では、輸出においてアジアへの割
合が高く、ヨーロッパへの割合が低い。一方、輸入については、北アメリカか
らの割合が非常に高く、約五分の四（79．7％）を占めている。「機械」分野で
は、輸出及び輸入とも、ほぼ全体平均と同じ傾向を示している。「化学」分野
では、輸出において北アメリカ及びヨーロッパへの割合が高く、アジアへの割
合が低い。一方、輸入については、ヨーロッパからの割合が高く、北アメリカ
からの割合が低くなっている。「金属」分野では、輸出において北アメリカへ
の割合が高く、ヨーロッパへの割合が低くなっている。一方、輸入については
北アメリカからの割合がやや低く、ヨーロッパからの割合がやや高くなってい
る。「その他」分野では、輸出においてほぼ全体平均と同じ傾向を示している。
一方、輸入については、北アメリカからの割合が非常に低く、ヨーロッパから
の割合が非常に高くなっている。以上のように、技術分野の違いによって、契
約相手先の地域の割合が大きく異なっていることがわかった。
（図50～図54参照）
図50電気分野の契約相手先地域
61．1％
技術輸出
79．7％
（薔）技術輸入
図51機械分野の契約相手先地域
2．1％
61．3％
（傭）技術輸入
－42一
図52化学分野の契約相手先地域
0．9％2・6％
技術輸出 （薔）技術輸入
図53金属分野の契約相手先地域
（薔）技術輸入
図54その他分野の契約相手先地域
（薔）技術輸入
車北¶ノカ国　口　団アワ［］その他
－43－
4．契約期間
輸出契約と輸入契約との間で、契約期間に何らかの違いが生じているのであ
ろうか。輸出契約においては、「5年以上10年未満」の割合が高く、輸入契
約においては「その他」の期間の割合が高くなっているが、それ以外では各契
約期間の占める割合に大きな差はないといえる。（図55参照）
5．契約形式
輸出と輸入の間に、契約形式の特徴的な違いはあるのだろうか。まず、技術
貿易の契約形態についてみてみると、両者とも有償契約が主体であり輸出と輸
入による差は、ほとんどないようである。（図56参照）
対価の支払方法については、技術輸出は技術輸入に比較すると、イニシャル
ペイメントを受領する割合が低く、（＊注8）ランニングロイヤルティを受領
する割合が高くなっている。この違いは、技術輸入ではイニシャルペイメント
が主体であると考えられるソフトウエアを含む割合が高いことによると思われ
る。（図57参照）
独占権及び再実施権の付与の割合については、技術輸出は技術輸入に比較す
ると、独占権を付与する割合がやや高く、再実施権を付与する割合が低くなっ
ている。（図58参照）
契約形態については大きな違いは存在しないが、対価の支払方法・契約条件
（独占権・再実施権）の取り決めには、特徴的な違いがみられた。
図55技術輸出入契約の契約期間
3．2％　　24．6％　　　　　　　　32．4％　　　　　11．7％5．6％10．4％　12．0％
技術輸出
（傭）技術輸入
5．0％　　　24．7％　　　　13．4％　7．0％3．8％11．3％　　　　　34．7％
N＝710件
N＝2071件
（＊注8）技術輸入のデータには、イニシャルペイメントに一括払、ランニン
グロイヤルティに定額払といったものも統計上含まれている。
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図56技術輸出入契約の契約形態
5．8％　　　　　　　　　　　　　　86．1％　　　　　　　　　　　　　　7．2％
技術輸出
（薔）技術輸入
4．1％　　　　　　　　　　　　　　　91．8％　　　　　　　　　　　　　　　4．1％
図57イニシャルペイメント・ランニングロイヤルティ有の契約
N＝627（件）　N＝糾4　　　　　　N＝1954　　N＝1954
N＝710件
N＝2071件
技術輸出　　　　　　　（薔）技術輸入
図58　独占権・再実施権有の契約
N＝708（件）　N＝703　　　　　　　N＝2071　N＝2071
ー45－
6．技術の種類
技術貿易契約に含まれる技術の種類を輸出入で比較してみよう。輸出及び輸
入ともノウハウ（＊注9）が含まれる割合が一番多く、次いで特許、商標の順
となっているが、特に技術輸出の場合に特許を含んでいる割合が、輸入の場合
の1．7倍にのぼっていることが大きな特徴であるといえる。（図59参照）
7．特定技術分野
特定技術分野の技術を含む割合は、輸出入によって違いがみられるのであろ
うか。輸出及び輸入のデータの調査方法の違いを考慮しても、ソフトウエアを
含む契約の割合が、輸出の場合には全体の4．4％に過ぎないことに対して、輸入
の場合には全体の42．8％にも達していることは、非常に注目すべき違いである
といえる。（図60参照）
8．技術輸出入実施企業の状況
（1）技術輸出入企業の資本金別
技術貿易を実施している企業数、契約件数を企業の資本金別に区分しその割
合を考察してみよう。その結果、実施企業数では輸出入とも、「資本金100億円
以上500億円未満」の企業の占める割合が一番高く、次いで「資本金10億円以上
50億円未満」の企業の順となっており、また各資本金区分の企業が占める割合
も輸出入においてほぼ似通っている。また、契約件数でみてみると、輸出及び
輸入とも「資本金500億円以上」の企業が占める割合が一番多く、「資本金100
億円以上500億円未満」の企業の順となっており、こちらも各資本金区分の占め
る割合が輸出入ともほぼ同じになっている。（図61参照）
図59　特許・ノウハウ・商標有の契約
人の統計は、特許の中に実用新来、意匠を含み、ノウノ＼ウの
含んで集計している。
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図60　特定技術を含んだ契約
6％
4％
2％
0％
ハードウエア　　　　　半導体　　　　　航空・宇宙　　バイオテクノロジー
ソフトウエア　　　　　原子力　　　　　　　医薬品
図61技術輸出入契約実施企業数と契約件数
（資本金別）
23．1％　　　　16．2％
27．0％　　　　　　19．3％　　　　　　　　35．0％　　　　　　　　18．7％
N＝216社
（器）技術輸入
実施企業数
13．3％　　14．0％　　　　　　　34．1％
16．2％　　9．8％　　　　　28．0％
（薔）技術輸入
契約件数
10億円～50億円 50億円～100億円
国100億円～500億円図500億円～
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N＝540社
N＝712件
N＝2071件
（2）技術分野別輸出入企業
各技術分野別によって、輸出入企業の業種別の特徴は出ているのであろうか。
全技術輸出入技術を、各技術分野別に区分し、各技術分野の上位5位までの業
種を調べてみた。「電気」分野についてみると「通信・電気計測器工業」、
「電気機械器具工業」が、輸出入とも上位に位置しているが、輸出はこれら二
業種で、81．3％を占めているのに対し、輸入はこれら二業種の占める割合は
43．9％に過ぎない。また、輸入の特色として「卸売業」が2位を占めているこ
とが挙げられよう。（図62参照）
「機械」分野についてみると、「自動車工業」、「機械工業」、「その他輸
送用機械工業」が輸出入とも上位を占めているが、輸出ではこれら三業種で
86．3％を占めているのに対し、輸入では39．5％にとどまっている。ここでも、
輸入の特色として「卸売業」が上位を占めていることが挙げられる。
（図63参照）
「化学」分野についてみると、輸出入とも「総合化学工業」、「医薬品工業」
が上位を占めているが、輸出はこれら二業種で52．9％、輸入は40．0％である。
輸入業種の上位の産業中に、「卸売業」、「機械工業」、「建設業」があるこ
とに注目したい。（図64参照）
「金属」分野は、輸出入とも「鉄鋼業」、「非鉄金属工業」、「金属製品工
業」が上位業種としてあがっているが、輸出はこれら三業種で87．4％を占めて
いるのに対し、輸入は46．9％である。ここでも、輸入には「卸売業」が上位を
占めている。（図65参照）
「その他」分野については、輸出入によってかなり異なった様相を呈してい
る。輸出では「窯業」、「繊維工業」、「建設業」が上位を占めているのに対
し、輸入では「卸売業」、「小売業」といった第三次産業が上位を占めている。
（図66参照）
技術輸出については、「電気」、「機械」、「化学」、「金属」等それぞれ
の技術分野に関連の深い業種が輸出している。一方、技術輸入は、情報化、電
子化、自動化に必要な電気分野の技術の割合が高くなっているが、各技術分野
とも直接関係する業種以外の業種の企業によっても、幅広く輸入されている。
［　備　考　］
・卸売業・小売業の中には、契約のみに携わり取引を行った技術を直接利用
しない場合も含まれる。（商社等）
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図62電気分野の業種別技術輸出入件数
通信・電気計測器工業50．0％
図63機械分野の業種別技術輸出入件数
その他　9．0％
自動車工業49．1％
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図64化学分野の業種別技術輸出入件数
図65金属分野の業種別技術輸出入件数
その他　7．6％
非鉄金属工業　29．1％
技術輸出
鉄鋼業　38．0％
鉄鋼業12．5％
（薔）技術輸入
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図66　その他分野の業種別技術輸出入件数
その他の工業　7．1％
（薔）技術輸入
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Ⅵ．　産業分類男吋の分析結果
第Ⅳ・Ⅴ章では、輸出された「技術」の内容で分類し、「技術」という断面か
らの考察を行ってきたが、本章では、各産業と輸出された技術との関連を中心に
産業分類別の特徴をみる。
1．輸出状況
平成4年度の新規に輸出された技術はどの産業からのものが多いのであろうか。
産業別の分布をみると「通信・電気計測器工業」が一番多く（15．4％）、次に
「自動車工業」（12．4％）、「電気機械器具工業」（9．8％）、「総合化学工業」
（7．6％）、「機械工業」（7．0％）の順となっており、これら上位五業種で全体の
五割強を占める。（表7参照）
2．業種別にみた特徴
ここで、輸出件数の上位十五位までの産業を個別に考察してみる。まず、各産
業の特徴を概観し、次ぎに各産業が輸出している技術の内容を考察してみる。
（1）通膚・電気計測器工業
約三割の企業が技術輸出を行っている。全産業の平均と比較して、独占権の付
与の割合が低いことが特徴といえる。輸出している技術分野は「電気」分野が
95％を占める。輸出された110件の技術の内訳は以下のとおりである。
（図67参照）
技　　 術　 分　　 類 内　　　　　 容
民生用電気機械器具（10）エアコン （5）電磁調理器 （2）洗濯機 （1）
掃除機 （1）電子レンジ （1）
有線 ・無線通信機械 （9） 通信機器関連技術 （8）F A X （1）
テレビ・音響器具 （19） オーディオ関連技術 （9）光ディスク関連技術 （7）
カラーテレビ （2）　その他 （1）
電子計算機 （25） ソフトウエア （9）フロッピーディスク関連技術（9）
プリンター （2）その他 （5）
その他電子応用装置（13） V T R 関連技術 （11）その他 （2）
電子 ・通信用部品 （25） 電子部品 （11）半導体 （9）磁性材料 （2）
センサー （2）その他 （1）
その他 （9．） 警甥 邪 背 抱 （篭l）甥 聖 者 精 鋭 （3）
＊括弧内は件数を示す（以下同様）
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表7．技術輸出契約の産業分類の内訳
産　 業　 分　 類 割　　 合 件　　 数
1 通信 ・電 気計 測 器工業 15．4％ 1 1 0 件
2 自動 車工業 12．4％ 8　8 件
3 電気機 械器具 工業 9．8％ 7　0 件
4 総合 化学 工業 7．6％ 5　4 件
5 機械 工業 7．0％ 5　0 件
6 非鉄金 属 工業 5．3％ 3　8 件
7 鉄鋼 業 5．1％ 3　6 件
8 医薬 品工 業 4．9％ 3　5 件
9 油脂 ・塗 料工業 3．9％ 2　8 件
10 窯業 3．9％ 2　8 件
11 建設 業 3．5％ 2　5 件
12 その他輸 送用機 械工業 3．5％ 2　5 件
13 食品 工業 2．7％ 1 9 件
14 繊維 工業 2．5％ 1 8 件
15 金属 製品 工業 2．2％ 1 6 件
その他 10．1％ 7　2 件
100．0％ 7 1 2 件
図67通信・電気計測器工業
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
（注）短期契約
イニシャルベイルト有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
器 l
l
29．0％
43．6％ ・浄
60．0％ ：　　　　　 器 l
I　 薔
26．4％ ： 匪
45．1％
83．3％ 鴇 l
薔14可
廿　 6．4朝
0％　　　　20％　　　40％　　　60％　　　80％
弟は全産業平均を示す。（以下同様）
（注）短期契約とは5年未満の契約を指す。（以下同様）
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N＝69社
N＝110件
N＝110件
N＝110件
N＝91件
N＝96件
N＝110件
N＝110件
100％
（2）自動車工業
約六割の企業が技術輸出を行っている。これは、全産業平均の2倍にあたる非
常に高い割合であり、技術輸出を積極的に行っていることがうかがわれる。全産
業の平均と比較して、資本関係のある企業への輸出の割合、ランニングロイヤル
ティを受領する割合及び独占権を付与する割合が高いことが特徴といえる。輸出
している技術分野は、「機械」分野が一番多く93％を占めた。輸出された88
件の技術の内訳は以下のとおりである。（図68参照）
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　 容
輸送用機械 （80） 自動車［ボディ関連］（17）　 自動車［動力関連］（17）
自動車［駆動関連］（12）自動車［巨ダエアコン関連］（11）
自動車［制御・計器関連］（6）自動車［その他］　 （12）
バス関連 （1） トラック関連（3）オー トバイ関連（1）
電子計算機 （4） ソフトウエア （4）
その他 （4） ローラミル （1）発電設備 （1）その他 （2）
（3）電気機械器具工業
四割の企業が技術輸出を行っている。全産業の平均と比較してアジア地域への
輸出の割合及びランニングロイヤルティを受領する割合が高くなっていることが
特徴といえる。輸出している技術分野は「電気」分野が一番多く93％を占めた。
輸出された70件の技術の内訳は以下のとおりである。（図69参照）
技　　 術　　 分　 類 内　　　　　 容
産業用電気機械 （21） 自動車用電装品 （7）モータ （5）変圧器 （2）
開閉制御装置 （2）発電機 （1）電気溶接機 （1）
インバータ （1）電圧調整器 （1）その他 （1）
民生用電気機械器具（21） 電気冷蔵庫 （5）エアコン （5）配線器具 （4）
扇風機 （3）洗濯機 （1）掃除機（1）その他 （2）
テレビ・音響器具 （5） カラーテレビ （5）
電子・通信用部品 （10）蒜削 り獣 九 ㌃宣 告 猛 器 用
その他の電気機械 （4） 蓄電池 （3）その他 （1）
その他 （9） 自動車用電線 （2）金属製品 （2）パンタグラフ （1）
磁気記録体 （1）V T R （1）その他 （2）
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図68自動車工業
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
仁シャルベイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
58．8％ せ
44 ．3％ 傭
52 ．3％ ： k ：
20 ．5％ ☆
60 ．5％ ： 激
86．0％ 器 I
44．3％ 歯
8 ．0％e
N＝34社
N＝88件
N＝88件
N＝88件
N＝86件
N＝86件
N＝88件
N＝88件
0％　　　　20％　　　40％　　　60％　　　80％　　100％
図69電気機械器具工業
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
仁シャルベイルト有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
40．0％ 歯 l
34．3％ 幹
74．3％ ☆ 1
30・0％ ：薔 l
53．7％ 匝
89．6％ 廿 l
31．4％ l 歯
薔　4．3朝○
N＝45社
N＝70件
N＝70件
N＝70件
N＝67件
N＝67件
N＝70件
N＝70件
0％　　　20％　　　40％　　　60％　　　80％　　100％
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（4）総合化学工業
三割強の企業が技術輸出を行っている。全産業の平均と比較してアジア地域へ
の輸出の割合及び短期の契約の割合が低くなっていることが特徴である。輸出し
ている技術分野は「化学」分野が一番多く、72％を占め、残りを「その他」分
野が占めている。輸出された54件の技術の内訳は以下のとおりである。
（図70参照）
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　 容
繊維 （5） 繊維加工 （3）その他 （2）
無機化学 （7） 触媒関連 （3）その他 （4）
有機化学 （20） 樹脂関連 （15）原材料関連 （2）その他 （3）
化学繊維 （4） アクリル （1）ポリエステル （1）その他 （2）
石油製品 （5） 潤滑油 （5）
プラスチック製品 （7） プラスチック成形法 （3）フイルム （1）その他 （3）
その他 （6） アルミ （1）プラン ト建設 （1）医薬品 （1）
情報記録紙 （1）建設業務援助 （1）その他 （1）
（5）機械工業
四割弱の企業が技術輸出を行っている。全産業の平均と比較してアジア地域へ
の輸出の割合、イニシャルペイメントを受領する割合及び独占権を付与する割合
が高いことが特徴である。輸出している技術分野は「機械」分野が一番多く、
82％を占めるム　輸出された50件の技術の内訳は以下のとおりである。
（図71参照）
技　　 術　　 分　 類 内　　　　　 容
金属加工機械 （10） ダイヤモンド工具 （4）工作機械（4）　 その他 （2）
その他一般産業機械 （5） 油圧機器（4）その他 （1）
その他の機械 （15） ピス トンリング （3）冷凍器 （3）ミシン （1）
洗車機 （1） 自動販売機 （1）その他 （6）
電子計算機 （5） 磁気ヘッド（2）その他 （3）
その他 （15） 油圧ショベル （2）織機 （2）環境設備機械 （2）
特殊産業用機械 （2）減速機 （1）クレーン （1）
その他 （5）
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図70総合化学工業
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイルト有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルペイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
31．6％ 薔 l
25．9％ 薔
35．2％ 1 ☆
14．8％ l 薔
60．0％ ．歯
76．0％ 叫
25．9％ 器
％18．5薔 l
N＝57社
N＝54件
N＝54件
N＝54件
N＝50件
N＝50件
N＝54件
N＝54件
0％　　　　20％　　　40％　　　60％　　　80％　　100％
図71機械工業
1
36．6％ 鴇　 l
34．0％ 匝
74．0％ 薔 l
20・0％ l 揚
79．6％ 廿
81．6％ 薔
56．0％ 薔
2．0％瀞
N＝71社
N＝50件
N＝50件
N〒50件
N＝49件
N＝49件
N＝50件
N＝49件
0％　　　　20％　　　40％　　　60％　　　80％　　100％
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（6）非鉄金属工業
四割弱の企業が技術輸出を行っている。全産業の平均と非常によく似た傾向を
示しているが、イニシャルペイメントを受領する割合が高いことが特徴である。
輸出している技術分野は「金属」分野が一番多く、全体の61％を占めている。
輸出された38件の技術の内訳は以下のとおりである。（図72参照）
技　　 術　　 分　 類 内　　　　　 容
非鉄金属 （21） 電線・ケー ブル （13）アルミ （4）その他 （4）
輸送用機械 （6） 皇翳悪［胃 欄 連］（2）自動車［駆動関連］（2）
その他 （11） 抗体関連技術 （2）包装材料 （1）アルミ建材 （1）
通信機器関連技術 （1）切削工具 （1）
電子部品 （1）その他 （4）
（ア）鉄鋼業
三割強の企業が技術輸出を行っている。全産業の平均と比較すると資本関係の
ある企業への輸出の割合、アジア地域への輸出の割合、イニシャルペイメントを
受領する割合及び独占件・再実施権の付与の割合が低いこと。短期契約の割合が
高いことが特徴である。輸出している技術分野は「金属」分野が一番多く、83
％を占めている。輸出された36件の技術の内訳は以下のとおりである。
（図73参照）
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　 容
鉄鋼 （21） 製造技術 （13）加工技術 （6）その他 （2）
金属製品 （8） 継手 （7）アルミ （1）
その他 （7） ローラミル （2）プラスチック製造関連技術 （1）
プラスチック加工機械 （1）その他 （3）
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図72非鉄金属工業
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイルト有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
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28．9％ l せ ；
63．2％ せ i l
28・9％ ： 叫
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N＝26社
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N＝38件
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N＝37件
N＝38件
0％　　　20％　　　40％　　　60％　　　80％　　100％
図73鉄鋼業
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
仁シャルペイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
33．3％ 器 I
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38．9％ ・浄
58．3％ ☆
45．5％ ： 1　 薔
75．8％ サ
l　 器22．9％
薔
N＝27社
N＝36件
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N＝36件
N＝＝33件
N＝33件
N＝35件
N＝35件
0％　　　　20％　　　40％　　　60％　　　80％　　100％
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（8）医薬品工業
ほぼ全産業平均と同じ4社に1社の割合の企業が技術輸出を行っている。資本
関係のある企業への輸出の割合、アジア地域への輸出の割合、短期契約の割合が
低いこと。再実施権の割合が高いことが特徴である。輸出している技術分野は
「化学」分野がほとんどで、97％を占めている。輸出された35件の技術の内
訳は以下のとおりである。（図74参照）
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　 容
医薬品 （32） 医薬品 （28）動物用治療薬 （4）
その他 （3） 有機化学製品 （2）その他 （1）
（9）油脂・塗料工業
技術輸出を行っている企業の割合は、六割弱と自動車工業と並んで高い割合を
示している。全産業の平均と比較して、特にランニングロイヤルティを受領する
割合が100％であったはか、アジア地域への輸出の割合及び独占権を付与する
割合が高いことが特徴である。輸出している技術分野はすべて「化学」分野であ
った。輸出された28件の技術の内訳は以下のとおりである。（図75参照）
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　 容
油脂 ・塗料 （26） 塗料 （26）
その他 （2） 金属表面処理剤 （1）印刷用刷版材 （1）
（10）窯業
全産業平均とほぼ同じ、四社に一社の割合で技術輸出を行っている。全産業の
平均と比較してアジア地域への輸出の割合及び短期契約の割合が高いこと。ラン
ニングロイヤルティを受領する割合が低いことが特徴である。輸出している技術
分野は「その他」分野が一番多く、93％を占めている。輸出された28件の技
術の内訳は以下のとおりである。（図76参照）
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　 容
窯業（24） ガラス食器 ・ビン（16）　　 衛生陶器 （6）
耐火物　　　　　 （1）　　　 その他　 （1）
その他（4） 金属製品 （2）プラスチック製品 （1）木製品 （1）
ー60－
図74医薬品工業
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルペイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
： 鳴 26．5％
5．7％ 鴇
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8．6％ 廿
43．5％☆
器 l8．3％
せ 42 ．9％
・絡 134 ．．．
N＝34社
N＝35件
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N＝35件
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図75油脂・塗料工業
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイルト有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
58．3％ ☆ l
30．8％ ・絡
71．4％ ☆ l
30．8％ ：　 歯
50．0％ ：　　　　　　　 I 碁
100．0％ 歯
53．8％ 井 l
薔 7．7％
N＝ゴ12社
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N＝28件
N＝26件
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N＝26件
0．0％　　　20．0％　　40．0％　　60．0％　　80．0％　100．0％
図76窯業
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
仁シャルベイルト有
ランこげロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
匪25．0％
35．7％ 瘍
71．4％ 器 1
l
l
薔
46．4％ ・沖
64．3％　 ：　　　　　　　　　　　 薔
50．0％ 】
32．1％ l 廿
歯　 3．6塊
N＝24社
N＝28件
N＝28件
N＝28件
N＝28件
N＝28件
N＝28件
N＝28件
0．0％　　　20．0％　　40．0％　　60．0％　　80．0％　100．0％
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（11）建設業
技術輸出を行っている企業の割合は、15％であり全体平均に比べ低い値を示
している。全産業の平均と比べ、短期契約の割合が高いこと。ランニングロイヤ
ルティを受領する割合が低いことが特徴である。輸出している技術分野は「その
他」分野が一番多く、64％を占めている。輸出された25件の技術の内訳は以
下のとおりである。（図77参照）
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　 容
建設業（16） トンネル （9）道路舗装（2）　建築構造関連 （2）
測量関連 （1）土木関連 （1）その他 （1）
その他（9） 駐車装置 （3）ソフトウエア （2）化学肥料 （1）
環境設備機械 （1）プラスチック （1）その他 （1）
（12）その他輸送用機械工業
45％の企業が技術輸出を行っている。全産業の平均と比較してイニシャルペ
イメント・ランニングロイヤルティを受領する割合、独占権を付与する割合が高
いことが特徴である。輸出している技術分野は「機械」分野が一番多く、84％
を占めている。輸出された25件の技術の内訳は以下のとおりである。
（図78参照）
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　 容
輸送用機械 （9） フォークリフト（4）航空機内装品 （3）その他 （2）
その他 （16） 原動機 （3）自動倉庫 （2）環境設備機器 （2）
ポンプ （1）建設機械 （1）製紙機械 （1）その他（6）
（13）食品工業
全産業の平均と同じ四社に一社の割合の企業が技術輸出を行っている。全産業
と比較して、ランニングロイヤルティを受領する割合が低いこと。再実施権を付
与する割合が高いことが特徴である。輸出している技術分野は「その他」分野が
一番多く、63％を占めている。輸出された19件の技術の内訳は以下のとおり
である。（図79参照）
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　 容
食料品 （11） ビール （3〉　製粉 （1）調味料 ・糖類 （2）即席麺（1）
冷凍食品 （1）菓子 （1）その他　 （2）
その他 （8） 医薬品 （7）その他 （1）
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図77建設業
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイルト有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
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l　 髄
l
薔
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52 ．0％ ・絡 l
54 ．2％ 器
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l44 ．0％ 薔
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N＝25件
0％　　　20％　　　40％　　　60％　　　80％　　100％
図78その他輸送用機械工業
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルペイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイメント有
ランこげロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
45．0％ ・絡 l
36．0％ 瘍
60．0％ ☆
薔20．0％
81．0％ 廿 l
85．7％ ・浄 l
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N＝20社
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N＝21件
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図79食品工業
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（14）繊維工業
四割弱の企業が、技術輸出を実施している。全産業の平均と比較して資本関係
のある企業への輸出の割合及び独占権・再実施権を付与する割合が高いこと。イ
ニシャルペイメントを受領する割合が低いことが特徴である。輸出している技術
分野は「その他」分野が一番多く、94％を占めている。輸出された18件の技
術の内訳は以下のとおりである。（図80参照）
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　 容
繊維 （11） 染色整理 （6）織物技術 （3）その他 （2）
その他衣服・繊維製品（4） 下着製造 （4）
その他 （3） 建設関連 （2）電子部品 （1）
（15）金属製品工業
技術輸出を実施している企業の割合は1割弱と低い値を示した。全産業の平均
と比較して、ランニングロイヤルティを受領する割合及び独占権を付与する割合
が低いことが特徴である。輸出している技術分野はすべて「金属」分野であった。
輸出された18件の技術の内訳は以下のとおりである。（図81参照）
技　　 術　　 分　　 類 内　　　　　 容
金属製品（16） バネ（15）その他（1）
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図80繊維工業
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルペイメント有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
技術輸出有
資本関係有
アジアへの輸出
短期契約
イニシャルベイルト有
ランニングロイヤルティ有
独占権有
再実施権有
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☆
せ
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図81金属製品工業
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Ⅶ　＿　　ま　と：め
【調　査　結　果】
本調査研究は、今まで詳細な実態把超がほとんどなされていなかった「技術
輸出」の現状についてアンケート調査を実施し、様々な角度から分析を行った。
輸出された技術の内容、技術の種類（特許・ノウハウ・商標等）、契約の形態
（無償契約・有償契約・クロスライセンス契約）、対価の受取方法等を調査す
ることに加え、調査結果を技術内容別、輸出先国・地域別、産業分類別にクロ
ス集計を行うことにより技術輸出の実態について質の面まで深く掘り下げた。
その主な成果を総括すると以下のとおりとなる。なお、今回の調査の結果を考
察するにあたっては、以下の点に留意する必要がある。
（1）調査対象を星室．金上月＿塵且払土の企業に限って実施していること。
（2）本件調査は調査票を対象企業に送付して回答を得たものについて集計・分
析を行ったものであり、実際に行われている技術輸出の全遡＿皇＿迫直上ヱ上
るものではないこと。
（3）本件調査は、平成4年度に行われた新規の技術輸出を対象にしたものであ
り、この時点での経済状況に影響されている部分もあると考えられること。
1．技術輸出の動向
（1）全般的動向
（》回答企業全体では4社に1社の割合（26．6％）で、平成4年度に新規の技
術輸出契約を行っており、技術輸出実施企業が行った技術輸出件数は平均
3．3件であった。これを企業の資本金別にみてみると、資本金規模が大
きくなるに従って技術輸出を実施している割合が高く、1社あたりの平均
技術輸出件数も多くなっている。資本金規模については、技術輸出を行う
場合、その前提として研究開発を行うだけの資金と渉外事務をこなす事務
体制が必要なことから、そのような傾向が表れていると思われる。また、
1社あたりの件数は、現在の技術輸出契約は1件の契約の中に多数の技術
が含まれいわゆる技術包括契約の形をとることが多い状況を鑑みると、妥
当な傾向且つ数値であると思われる。（図2、図4、図5及び図26参照）
②契約相手先の企業と資本関係がある割合は、全技術輸出契約の35．1％であ
った。これは、わが国の技術輸出は資本関係のない企業との取引を中心に
展開していることを表している。このことは、技術輸出を行うか否かを決
定するにあたっては、資本関係の有無がさほど重要な影響を及ぼしていな
いことを示すものと思われる。（図7参照）
（2）国・地域別の動向
輸出先の国を地域別にみてみるとアジアが54．1％、北アメリカが21．8％、ヨ
ーロッパが19．1％、その他が5．1％であったが（図6参照）、その地域別の特徴
は以下のとおりである。
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①契約期間は、「5年以上10年未満」の契約が32．4％、「1年以上5年未
満」の契約が24．6％であり、これら2つで約6割を占めていた。地域別に
みるとアジアへの輸出は北アメリカ及びヨーロッパへの輸出に比べ、比較
的短期の契約が占める割合が高く、これらは各国政府による外国技術導入
の政策の違いがある程度反映しているものと考えられる。（図9参照）
②無償契約の割合は、全技術輸出契約の6．8％、クロスライセンス契約の割合
は7．2％であった。地域別にみると、無償契約及びクロスライセンス契約の
割合とも北アメリカへの輸出において高い割合を示した。（図10参照）
③有償契約について、対価の受領方法について尋ねたところイニシャルペイ
メントを受領する割合は56．8％、ランニングロイヤルティを受領する割合
は75．2％であり、多くの契約にランニングロイヤルティ方式がとられてい
ることがわかった。これらを地域別にみると、地域による割合の差はなか
った。ただ、資本関係の有無とイニシャルペイメントの受領の相関をみた
ところ、資本関係のない企業との取引の場合にイニシャルペイメントを受
領する割合が高くなっていた。イニシャルペイメントを受領する意味の一
つとして、技術開示に対する危険回避の意味合いがあるといわれるが、こ
の調査結果は、イニシャルペイメントを受領するか否かを決定するにあた
って、資本関係の有無を重要なファクターとして考えていることを示して
いるものと思われる。（図11及び図14参照）
④独占権を付与する割合は全技術輸出契約の37．3％、再実施権を付与する割
合は10．4％であった。これらを地域別にみると独占権を付与する割合はア
ジアへの輸出においてやや高いものの、あまり地域による差はなかった。
一方、再実施権を付与する割合は、アジアへの輸出において低い値を示し
た。これは、輸出技術の内容、技術吸収力・応用力等の各国の事情及び技
術の開発に要した時間や投下した資本等を考慮し、企業戦略上有利と判断
した場合に再実施権を付与しているものと思われる。
（図15参照）
⑤特許権を含む契約の割合は全技術輸出契約の46．1％、ノウハウを含んでい
る割合は86．6％、商標を含んでいる割合は20．1％であり、ほとんどの技術
輸出契約にノウハウが含まれていることがわかった。これらを地域別にみ
てみると、他の二地域に比べ、アジア地域向けの輸出において、特許を含
む割合が低い値を示す一方、ノウハウを含む割合は、逆に高い値を示して
いる。これらの違いは、輸出される技術及び形態の違い、技術基盤の違い
等を反映しているものと思われる。（図20参照）
⑥輸出先を国・地域別にみると、米国（19．9％）、韓国（13．8％）、中国
（7．9％）、台湾（7．4％）、タイ（7．2％）の順となっており、上位10ヶ
国・地域中、7ヶ国・地域をアジア地域が占めている。（表2参照）
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（分国・地域別レベルで分析を試みた結果、アジア地域内の国・地域ごとにも
違いがあり、資本関係のある企業への輸出の割合については、韓国・中国
・インドで低く、マレーシア・タイで高くなっていた。（図8参照）イニ
シャルペイメントを受領する割合については、韓国・中国・インドで高く
マレーシア・インドネシアで低くなっており、ランニングロイヤルティを
受領する割合については、中国において低い値を示していた。（図12及
び図13参照）このように、アジア地域の国・地域といっても必ずしも同
様の傾向ではなく、国・地域それぞれの事情や政策等により技術輸出のあ
り方が、大きく異なることを示している。
（3）技術内容別の動向
①輸出されている技術を「電気」、「機械」、「化学」、「金属」、「その
他」の5分野に区分してみると、「電気」分野29．2％、「機械」分野23．5％
「化学」分野19．4％、「その他」分野16．9％、「金属」分野11．1％の順と
なり、比較的均等に各分野から輸出されている。（図28参照）
②各分野ごとに、輸出されている地域の特徴を技術輸出全体の傾向と比較検
討してみると、「電気」分野においては、アジア向けの輸出の割合が高く
ヨーロッパ向けの輸出の割合が低い。「化学」分野においては、北アメリ
カ及びヨーロッパ向けの輸出の割合が比較的高く、アジア向けの輸出の割
合が低いといった特徴がみられる。（図29参照）
2．技術輸出と技術輸入の比較
今回の調査結果と当研究所が毎年作成している「外国技術導入の動向分析」
の平成4年度版（科学技術政策研究所調査研究資料No．37）との比較を行い、以
下の結果を得た。
①既に述べたように、技術輸出では、各技術分野から比較的均等に輸出され
ているのに対し、技術輸入では「電気」分野の輸入が約三分の二以上を占
め、「電気」分野の技術に集中している。これは、技術輸入では「電子計
算機」関連の技術の中のソフトウエアの割合が多いことによる。全技術貿
易契約件数のうち、ソフトウエアを含む契約の割合をみると、技術輸出で
は4．4％であるのに対し、技術輸入では実に42．8％にも及んでいる。このデ
ータは、資本金10億円以上の企業を抽出して比較したものだが、資本金
10億円未満の企業の行った技術輸入を含めたわが国全体の技術輸入にお
けるソフトウアの占める割合は50．3％に増加することから、技術貿易全体
をみた場合、技術輸出と技術輸入に占めるソフトウエアの割合の違いは、
さらに大きくなると思われる。（図47、表6及び図60参照）
②技術輸出は技術輸入と比較すると、イニシャルペイメントを受領する割合
が低く（輸出56．8％：輸入75．9％）、ランニングロイヤルティを受領する
割合は高い（輸出75．2％：輸入55．6％）。この違いは技術輸入では、イニ
シャルペイメントが主体であると考えられるソフトウエアを含む割合が高
いことによるものと思われる。（図57参照）
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技術輸出では、独占権を付与している割合はやや高く（輸出37．3％：輸入
25．7％）、再実施権を付与している割合は、低くなっている（輸出10．4％
：輸入30．9％）。（図58参照）
技術輸出では、特許を含む契約の割合が高くなっている（輸出46．1％：輸
入27．7％）。ノウハウは、輸出入ともほとんどの契約に含まれている（輸
出86．6％：輸入79．4％）。（図59参照）
③技術輸出については、「電気」、「機械」、「化学」、「金属」等それぞ
れの技術分野に関連の深い業種が輸出している。一方、技術輸入は、情報
化、電子化、自動化に必要な電気分野の技術の割合が高くなっているが、
各技術分野とも直接関係する業種以外の業種の企業によっても、幅広く輸
入されている。（図62～66参照）
【今後に向けて】
本調査を終えるにあたって、いくつかの代表的な企業の担当者にこの調査結
果の概略を示して意見を求めた。その結果、今回の調査は単年度のアンケート
調査によるものではあるが、日本の技術輸出の全体像をよく表しているとの意
見が多かった。また、他産業の技術輸出の状況を知ることにより、自社の技術
輸出の現状を再認識し、技術輸出の企業戦略にも反映できる非常に意義深い統
計であるとの反響を得た。
今回の調査は今まで未知の部分であった「技術輸出」の質の面からの実態把
握に取り組み、上記の内容を中心として大きな成果があったが、単年度の調査
では、十分とはいい難い。より細かい動向分析を行うには、経年的な継続調査
を通して推移をみることが是非とも必要になってくるであろう。経年的な調査
によるデータの拡充により本調査は、わが国の技術貿易の将来の動向を予測す
る上で、重要な情報源となりうるだけでなく、さらにはわが国の技術移転に伴
う産業の空洞化、産業構造の変化を知る上での重要なてがかりの一つともなり
得るであろう。
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［付　記］
本調査はわが国の技術貿易、とりわけこれまで実態が明らかにされていなか
った技術輸出の重要性に鑑み、柴田治呂総務研究官（当時第3調査研究グルー
プ総括上席研究官兼務）の企画、指導のもとに、昨年来実施してきたものです。
調査票の作成、調査結果の解析及び報告書の作成に至るまで全般にわたって終
始御指導と励ましを頂いた柴田治呂総務研究官に心より感謝致します。
また、調査の実施及び報告書の作成にあたりご協力を頂いた第3調査研究グ
ループ日馬康雄、具本悌特別研究員ならびに書見卓三、渡辺祐平前特別研究員
ほか情報システム課をはじめとする所内諸氏にこの場を借りて感謝致します。
さらに、アンケート調査の実施、集計にあたっては、（財）未来工学研究所
の小林俊哉氏にご協力頂いたことに感謝致します。
最後に、お忙しい中にもかかわらず調査にご協力頂き、貴重なデータを提供
して頂いた各企業の方々に心からお礼を申し上げます。
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資料
アンケート調査表
記入要領
資料　1
ー外国への新規の技術輸出の実態に関する調査（平成4年度）－
［ご記入にあたって］
1．宛先の方が人事異動等でいらっしゃらない場合や他に適任の方がいらっしゃ
る場合には、お手数ですが本調査票をご回付下さい。
また、関係部署が複数にまたがる場合は、ご面倒でも本調査票を関係部署に
ご回付下さるようお願い申し上げます。
2．調査の対象期間と調査内容
契約日口が平成4年4月1日以降平成5年3月31日までの1年間に該当す
る全ヱ．旦「外国への教理の技術輸出契約」について、会誌里塵でご記入願い
ます。なお、新規契約には、既存の契約が終了して再度同一内容の契約を締
結した場合を含みます。
3．本調査における「技術輸出」の定義
「技術輸出」とは、外国との間において王墓塵亙埠」＿筆墨二塞』避寒二基底
・商標）及びノウハウに関する権利の譲渡、実施権、使用権の設定や技術指
導をした場合をいいます。
（注1）ノウハウとは、以下のものを指します。
・製品製造等に関する各種の図面・仕様書・試験データ等の技術的
な資料・情報やソフトウェア等
（注2）以上の技術輸出の契約が、対価を伴わない契約（無償契約）やクロ
スライセンス契約（対価を支払う場合も含む）である場合も、本調
査に含めて下さい。
4．万一、調査票記入欄が不足した場合は、お手数ですが調査票をコピーして、
引き続きご記入願います。
5．調査結果は鑑畳塾生盤遷しますので、お答えを頂いたことによりご迷惑をお
かけすることは決してございません。
6．ご回答頂きました調査票は、同封の返送用封筒にて、誠に勝手ではございま
すが、平成6年2月1日（火）までにご返送下さいますようお願い申し上げ
ます。新規の技術輸出契約が全くない場合は、その旨をご記入の上、ご返送
願います。その場合、「貴社の資本金」等の欄は必ずご記入下さい。
なお、期限が過ぎた場合でも、是非ご返送下さいますようお願い申し上げま
す。
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軍国章二
まず最初に、調査の結果を統計的に処理するために以下の①～③の各項目にお答え下さい。
㊤豊誼旦皇室金
平成5年4月1日現在の資本金について、該当する区分を番号で別紙調査票にご記入下さい。
1：10億円未満
2：10億円以上50億円未満
3：50億円以上100億円未満
4：100億円以上500億円未満
5：500億円以上
地業猛区会
平成4年度売上実績が最も多い製品品目に関連した業種について、剋遠ユJ墓撞区会表⊥で
該当する分類番号を里と2、別紙調査票にご記入下さい。
③貴社の上場区分
該当する区分を番号で別紙調査票にご記入下さい。
1：東証1部上場企業　　　　　　　　2：その他
つぎに、貴社の平成4年度の新規の技術輸出についての質問に入ります。
以下の質問は、技術射した契約1件ごとにQ．1～Q．13ま棚紙扼票にご臥下さい。
虹」L選塵凸室
輸出した技術の内容を簡潔にご記入下さい。
（記入例）・半導体素子の製造に関する技術　・ロボットに関するソフトウェア
国連、EC等の国際機関名を含む。）をご記入下さい。
Q．3契約相手先との資本関係
該当する区分を番号でご記入下さい。
1：相手先との資本関係がない場合の技術輸出
2：相手先の株式または持分の且＿全の⊥去通を所有する場合の技術輸出
3：相手先の株式または持分の旦＿全旦⊥払土を所有する場合の技術輸出
⊆L生＿＿整地遡埋
該当する区分を番号でご記入下さい。
1：1年未満
2：1年以上5年未満
3：5年以上10年未満
4：10年以上15年未満
5：15年以上
6：工業所有権の期間まで
7：その他
旦」L曳抱丞盤
該当する区分を番号でご記入下さい。
1：クロスライセンス契約であって、　対価を受領するもの
2：　　　〝　　　　　　　　　　　等価交換（金銭授受のない）のもの
3：　　　〝　　　　　　　　　　　対価を支払うもの
4：クロスライセンス契約ではなくて、有償契約であるもの
5：　　　〝　　　　　　　　　　　無償契約であるもの
以下のQ．6およびQ．7につきましては、前間のQ．5の回答で「1」または「4」を選択され
た場合に、お答えください。
Q．6　イニシャルペイメント旦盈盤
対価の受領におけるイニシャルペイメントの有無について、該当する方に○印をつけて下さ
い。
旦ユランニングロイヤルティの有無
対価の受領におけるランニングロイヤルティの有無について、該当する方に○印をつけて下
さい。
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邑工旦⊥塾占堕空重盤
契約相手先の国内における独占権付与（製造権または販売権に関する）の有無について、該
当するほうに○印をつけて下さい。
輸出した技術を契約相手先が第三者に移転することができる再実施権の付与（製造権または
販売権に関する）の有無について、該当するほうに○印をつけて下さい。
Q．10．技術の種類
該当する技術の種類の番号をご記入下さい。なお、1つの契約の中に複数の技術の種類が含
まれている場合は、該当するものの番号を全てご記入下さい。
1：特許
2：出願中特許
3：実用新案 ??．?
????? ? （
（注）例えば、1つの契約の中に、特許・商標・ノウハウが含まれている場合は、回答欄に
「1、4、6」とご記入下さい。
旦⊥上土⊥ゼ建担当適詮数
本間ではQ．10の回答で「1：特許」または「2：出願中特許」が含まれている場合にお答
えください。
パッケージ契約においては1つの技術輸出契約に複数の特許が含まれていることがあります。
当該契約に含まれる特許数について、該当する番号をひとつご記入下さい。
?? 1件　　　　　　　　　　　　　　4：50件以上100件未満
2件以上10件未満　　　　　　　5：100件以上
：10件以上50件未満
（注）ここでいう「特許数」とは特許のみの数であり、実用新案・商標・意匠・ノウノ、ウの
数は含みません。
旦三上＿旦⊥誼鍍金捏
輸出した技術の主要な内容について、別添2「技術分類表」で該当する分類番号をひとつご
記入下さい。
（注）例えば、ソフトウェアは「68電子計算機」、半導体は「70電子・通信用部品」となり
ます。詳細は、各分類の内訳を参考にして下さい。
Q．13 定
輸出した技術の内容が、以下に分類した特定技術分野に該当するかを伺います。該当する番
号をご記入下さい。なお、複数項目にまたがる場合は、該当するものの番号を全工事己入して
下さい。
1：電子計算機（ハードウェア）　　　6：航空・宇宙
2：電子計算機（ソフトウエア）　　　7：医薬品
3：電子計算機（サービス）　　　　　8：バイオテクノロジー
4：半導体　　　　　　　　　　　　　9：該当しない
5：原子力
（注）電子計算機のサービスとは、電子計算機の運用・管理等の技術支援のことをいいます。
ご記入いただく項目軌上です。ご協力大変ありがとうございました。
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外国への渦の技欄出の実態に断る調査票（平成4年度）
部局代表者（職名・氏名）
①資本金 （訪業 種区分 ③上場区分
記入者（部課名・氏名）
TEL．　　　　　　　　　　　　　　　内線
N c）●　　　　1
Q．1 Q．2 Q．3 Q．4 Q．5 Q．6 Q．7 Q．8 Q．9 Q．10 Q．11 Q．12Q．13
技　術　内　容 契約相手先相手先との契約期間契約形態イニシ叫ベイメントランニグロイヤルティ独占権の再実施権技術の内包する技術分類特定技術
の国籍資本関係 の有無 の有無 有無の有無種類特許数 分野
例
半導体素子の製造
に関す　る技術
カナダ
l‾　日記入不要→：
1 3 1㊨　無 ㊨　無㊨無㊨無1，5，6 2 704
1 l
有　無 有　無有　無有　無
2
l
有　無 有　無有　無有　無
3 l
有　無 有　無有　無有　無
4
l
有　無 有　無有　無有　無
5 l－‾
有　無 有　無有　無有　無
6
l
有　無 有　無有　無有　無
7 l‾
有　無 有．：無有　無有　無
外国への糊の技満出の実態に関する調査票（平成4年度）
N c）．　　　2
Q．1 Q．2 Q．3 Q．4 Q．5 Q．6 Q．7 Q．8 Q．9 Q．10 Q．11 Q．12 Q．13
技　 術　 内　 容 契約相 手先 相 手先 との 契約期間 契約形態 イニシ棚ベ イメント ランニングロイヤルティ 独占権 の 再実施権 技術 の 内包する 技術分類 特定技術
の国籍 資本関係 の有無 の有無 有無 の有無 種類 特許数 分野
8 l‾‾‾l
有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
9
l
有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
10 l‾．‾l
有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
11 ll
有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
12
Il
有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
13 ll
有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
14
ll
有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
15 l‾‾‾l
有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
16
ll
有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
17 l‾‾‾l
有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
18 ll
有　 無 有　 無 有　 無 有　 無
［別添1］
業種区分表
番号 業　　　　　 種 番号 業　　　　　 種
1 農林水産業 2 1 通信・電子・電気計測器工業
2 鉱業 22 自動車工業
3 建設業 23 22以外の輸送用機械工業
4
5
6
食品工業 24 精密機械工業
繊維工業 25
26
4～24以外の工業
パルプ・紙工業 運輸・通信業
7 出版・印刷業 27 公益業
8
9
化学肥料・無機化学・
有機化学・化学繊維工業
油脂・塗料工業
28
29
30
3 1
卸売業
小売業
銀行・信託業、投資業、証券業、
商品取引業、保険業10 医薬品工業
11 8～10以外の化学工業 情報サー ビス・調査・広告業
12 石油製品・石炭製品工業 32 その他のサー ビス業
13 プラスチック製品工業
14 ゴム製品工業
15 窯業
16 鉄鋼業
17 非鉄金属工業
18 金属製品工業
19 機械工業
2 0 電気機械器具工業
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［別添2］
こ　の分類表は、Q12　を御回答頂　く　際　に御使用　く
なお、この分類表の細かい内訳については、次頁以降9頁までを御参照く
技術分奨頁表
技　 術　　 分　　 類 コード
農林水産業に係る技術 0 2
鉱業に係る技術 0 3
建設業に係る技術 0 4
製
造
業
に
係
る
技
術
食料品・たばこ 1 1
繊維 1 2
衣服 ・繊維製品
外衣 1 4
その他の衣服・繊維製品 1 5
木材・木製品・家具 1 6
パルプ・紙製品・印刷 1 7
化学製品
無機化学等 2 1
有機化学 2 2
化学繊維 2 3
油脂加工・石けん・塗料等 2 4
医薬品 2 5
その他の化学製品 2 （〕
石油・石炭製品 3 0
ゴム製品 3 1
なめし革 ・同製品・毛皮 3 2
窯業 3 3
鉄鋼 3 4
非鉄金属 3 5
金属製品 3 6
一般機械器具
ボイラ・原動機 4 1
農業・建設 ・鉱山用機械 4 2
金属加工機械 4 3
?
????
?．
??
技　 術　　 分　　 類 コード
製
造
業
に
係
る
技
術
つ
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き
繊維機械 4 4
特殊産業用機械 4 5
一般産業用機械
ポンプ ・圧縮機 ・送風機 4 7
動力機械 4 8
化学機械装置 4 9
その他の一般産業用機械 5 0
その他の機械 5 1
輸送用機械 5 2
精密機械 5 3
電気機械器具
発送電 ・配電 ・産業用電気機械 6 1
民生用電気機械 ・電球 ・照明器具 6 2
通信機械
有線 ・無線通信機械 6 4
ラジオ ・テレビ ・音響器具 6 5
その他の通信機械 6 ’6
電子応用装置
電子計算機 6 8
その他の電子応用装置 6 9
電子 ・通信用部品 7 0
その他の電気機械 7 1
その他の製品
貴金属 ・装身具等 8 1
レジャー用品 8 2
プラスチック製品 8 3
他に分類されない製造技術 8 4
その他の技術 9 0
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技術分類内訳
（注）以下の「技術」には、特許・実用新案・商標・意匠・ノウハウを含む。
技　 術　　 分　　 類 コード 内　　　　　　　　　 訳
農林水産業に係る技術 0 2 （経営に関する技術を含む）
鉱業に係る技術 0 3
建設業に係る技術 0 4総合工事に係る技術
職別工事に係る技術 （設備工事を含む）
製
造
業
に
係
る
技
術
食料品 ・たばこ 1 1畜産 ・水産食料品製造技術
野菜缶詰 ・果物缶詰 ・農産保存食料品製造技術
調味料 ・糖類製造技術
精穀 ・製粉技術
パン ・菓子製造技術
動植物油脂製造技術
その他の食料品製造技術
清涼飲料 ・酒類 ・茶 ・コーヒー製造技術
製氷技術
飼料 ・有機質肥料製造技術
たばこ製造技術
繊維 1 2 製糸 ・紡績技術
ねん糸製造技術
織物技術
ニット製造技術
染色整理技術
綱 ・網 ・レース ・繊維雑品製造技術
その他の繊維工業に係る技術
整毛 ・製綿 ・フェル ト製造 ・ガーゼ ・包帯　 等
衣
服
°織
外衣 1 4 外衣製造技術 （和式を除く）
その他の衣服 ・繊維製品 1 5 シャツ ・下着製造技術
帽子製造技術
毛皮製衣服 ・身の回り品製造技術
維 その他の衣服 ・繊維製身の回り品製造技術
製 （和式を含む）
EI日日 ネクタイ ・スカーフ　 等その他の繊維製品製造技術
寝具 ・麻袋 ・旗　 等
木材 ・木製品 ・家具 1 6 木材 ・木製品製造技術
家具 ・装備品製造技術
パルプ ・紙製品 ・印刷 1 7 パルプ ・紙 ・紙加工品製造技術
［加工機械等はコード45］
出版 ・印刷 ・同関連技術
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化
学
製
lコロロ
無機化学等 2 1化学肥料製造技術
無機化学工業製品製造技術
か性ソーダ ・金属ナ トリウム ・硫酸 ・さらし粉
・アンモニア ・カーバイド・酉釘ヒチタン　 等
有機化学 2 2 有機化学工業製品製造技術
ベンゼン・メタノール ・アセ トン ・エタノール
・コールタール ・プラスチック製造　 等
［プラスチック製品製造技術はコード83］
化学繊維 2 3化学繊維製造技術
ナイロン・ポリエステル ・カーボ ンファイバ等
油脂加工 ・石けん ・塗料等 2 4油脂加工製品 ・石けん ・合成洗剤 ・界面活性剤 ・
塗料製造技術
印刷インキ ・ろうそく　 等
医薬品 2 5 医薬品製造技術 ［農薬はコー ド26］
その他の化学製品 2 6 火薬類 ・農薬 ・香料製造技術
化粧品 ・歯磨 ・その他の化粧用調整品製造技術
ゼラチン・接着剤製造技術
写真感光材料製造技術
天然樹脂製品 ・木材化学製品製造技術
試薬製造技術
他に分類されない化学工業製品製造技術
デキス トリン・イオン交換樹脂 ・防水剤　 等
［カゼインはコード11、事務用の りはコード84］
石油 ・石炭製品 3 0石油精製技術
潤滑油 ・グリース製造技術
コークス ・練炭 ・豆炭製造技術
舗装材料製造技術
その他の石油 ・石炭製品製造技術
ゴム製品 3 1ゴム製品製造技術
タイヤ ・チューブ ・ゴムホース ・ゴム栓　 等
なめし革 ・同製品 ・毛皮 3 2 なめし革 ・同製品 ・毛皮製造技術
窯業 3 3ガラス ・同製品製造技術
セメント・同製品製造技術
建設用粘土製品製造技術
陶磁器 ・同関連製品製造技術
耐火物製造技術
炭素 ・黒鉛製品製造技術
研磨材 ・同製品製造技術
骨材 ・石工品等製造技術
その他の窯業 ・土石製品製造技術
ほうろう製品 ・石膏 ・石灰　 等
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鉄鋼 3 4 製鉄 ・製鋼 ・製鋼圧延技術
鋼材製造技術 （表面処理鋼材を含む）
鍛鋼 ・鍛工品 ・鋳鋼製造技術
銑鉄鋳物製造技術
可鍛鋳鉄 ・精密鋳造品　 等
その他の鉄鋼業に係る技術
鉄粉製造 ・鉄スクラップ加工処理　 等
非鉄金属 3 5 非鉄金属第 1次 ・第2 次精錬 ・精製技術
非鉄金属 ・同合金圧延技術
非鉄金属鋳物製造技術
ダイカスト　 等
電線 ・ケーブル製造技術
その他の非鉄金属製造技術
核燃料成形加工 ・非鉄金属粉末製造　 等
金属製品 3 6ブリキ缶 ・その他のめっき板等製品製造技術
洋食器 ・刃物 ・手道具 ・金物類製造技術
レンチ ・スパナ ・携行ジャッキ等の作業工具 ・
のこ刃 ・機械やすり　 等
暖房装置 ・配管工事用附属晶製造技術
ガスこんろ ・ガス湯沸器等のガス機器、石油ス
トー ブ ・石油温風暖房機等の石油機器、太陽熱
利用機器
建設用金属製品製造技術 （製缶板金技術を含む）
鉄骨 ・シャッタ ・鉄塔 ・プレハブ ・コンテナ ・
弁 ・継手 ・パイプ ・貯蔵槽 ・貯蔵タンク　 等
金属プレス製品製造技術
自動車車体部品 ・機械部品　 等
粉末冶金製品製造技術、被覆 ・彫刻技術、熱処理
技術 （ほうろう鉄器製造技術はコード33）
金属線製品製造技術
ボル ト・ナット・リベット・小ねじ ・木ねじ等
製造技術
その他の金属製品製造技術
ばね ・金属製パッキング　 等
般
機
械
器
具
ボイラ ・原動機 4 1ボイラ ・原動機製造技術
［自動車 ・二輪自動車 ・鉄道車両 ・航空機 ・船舶
用のものはコード52］
［発電用のものはコード61］
農業 ・建設 ・鉱山用機械 4 2農業用機械製造技術 （農器具製造技術を除く）
栽培用機器 ・脱穀機 ・飼料さい断機　 等
建設機械 ・鉱山機械製造技術 （建設用 ・農業用 ・
運搬用 トラクタ製造技術を含む）
建設用クレーン ・掘削機械 ・アスファル ト舗装
機械 ・コンクリー ト機械 ・せん孔機破砕機　 等
［荷役用のものはコード48］
［コンクリー トミキサー車はコード52］
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般
機
械
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つ
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き
金属加工機械 4 3 金属加工機械製造技術
旋盤 ・ボール盤 ・放電加工機 ・数値制御工作機
・圧延機械 ・ベンディングマシン ・機械プレス
・鍛造機械 ・機械工具 ・電動工具　 等
繊維機械 4 4繊維機械製造技術
化学繊維機械 ・紡績機械 ・織機 ・編組機械 ・染
色仕上機械　 等
特殊産業用機械 4 5特殊産業用機械製造技術
食料品加工機械 ・木工機械 ・パルプー製紙機械
・プラスチック加工機械 ・印刷 ・製版 ・製本 ・
鋳造装置 ・ダイカス トマシン　 等
般
産
業
用
機
械
ポンプ ・圧縮機 ・送風機 4 7ポンプ ・同装置製造技術
空気圧縮機 ・ガス圧縮機 ・送風機製造技術
動力機械 4 8エレベータ ・エスカレータ製造技術
荷役運搬設備製造技術
クレーン・巻上機　 等
［建設用クレーンはコード42］
動力伝導装置製造技術 （軸受製造技術を除く）
変速機　 等
［輸送用のものはコード52］
化学機械装置 4 9 化学機械 ・同装置製造技術
圧搾機器 ・ろ過機器 ・分離機器 ・集じん機器 ・
熱交換器 ・電解槽　 等
［貯蔵槽は全てコード36］
その他の一般産業用機械 5 0工業窯炉製造技術
油圧 ・空圧機器製造技術
油圧ポンプ ・油圧モータ ・空気圧バルブ ・空気
圧シリンダ　 等
その他の一般産業用機械 ・装置製造技術
潤滑装置 ・自動車用代燃装置 ・焼却炉　 等
その他の機械 5 1事務用 ・サービス用 ・民生用機械器具製造技術
電子式卓上計算機 ・複写機 ・日本語ワー ドプロ
セッサ ・冷凍機 ・業務用洗濯機 ・ミシン （家庭
用 ・工業用）　 等
［高周波 ミシンはコード69］
その他の機械 ・同部品製造技術
包装機械 ・荷造 り機械 ・金型 ・自動販売機 ・動
力伝導装置 （平軸受 ・玉軸受 ・ころ軸受、但し
時計用はコード53） ・高圧 ・一般 ・自動調整バル
ブ ・産業用ロボット・ピストンリング　 等
［自動車バルブはコード52］
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輸送用機械 5 2自動車 ・同附属品製造技術 （＊1 ：下段参照）
鉄道車両 ・同部分品製造技術
自転車 ・同部分品製造技術
船舶製造 ・修理技術、船舶機関製造技術
航空機 ・同附属品製造技術 （＊2 ：下段参照）
その他の輸送用機械器具製造技術
ロケット（武器用のものはコ小や84） ・気象観測
用バルン ・同部分品　 等
［アドバルン （宣伝用）はコード84］
（＊1 ）自動車 ・同附属品製造技術
エンジン ・同部品 ・シャシー ・車体 ・自動車バルブ ・ブレーキ ・クラッチ ・車軸
・ラジエータ・車輪 ・車軸 ・ステアリング装置 ・方向指示器 ・変速装置 ・燃料噴
射装置 ・気化器 ・自動車用エアコン ・オイルフィルタ ・ワイパ 　ー 等
［タイヤ ・チューブ ・ゴム製品はコード31、自動車用ガラス ・レンズはコード33、プ
レス製品等自動車車体部品 ・金物はコード36、自動車 ジャッキ ・車輪機器 ・自動
車整備機器はコード51、自動車用電装品 （内燃機関用） ・発電機 ・電動機はコード
61、照明器具 ・電球はコード62、蓄電池はコード71］
（＊2 ）航空機 ・同附属 品製造技術
エンジン・胴 ・主翼 ・フラップ ・方向舵 ・プロペラ・フロート・パラシュー ト・
エンジンオーバーホール ・エンジン取付具 ・原動機 ・同部分品　 等
［タイヤ ・チューブはコード31、航空機用計器 ・高度計 ・燃圧計はコード53、航空機
用電動機 ・電装品はコ小や61、照明装置はコ小や62、航空機用通信装置 （レーダ ・
着陸誘導装置 ・方向探知機等）はコード64］
精密機械 5 3計量器 ・測定器 ・分析器具 ・試験機製造技術
マイクロメータ ・航空計器 ・高度計 ・圧力計等
測量機械器具製造技術
［無線応用航法装置はコ小や64］
医療用機械器具 ・医療用品製造技術
人工心肺装置　 等
理化学機械器具製造技術
光学機械器具 ・レンズ製造技術
カメラ ・カメラ用三脚 ・望遠鏡 ・顕微鏡　 等
［電子顕微鏡はコード71］
眼鏡製造技術 （枠 を含む）
時計 ・同部分品製造技術 （時計用軸受を含む）
電
気
機．
械
器
具
発送電 ・配電 ・産業用電気 6 1 発電用 ・送電用 ・配電用 ・産業用電気機械器具
機械 製造技術
発動機 ・電動発電機等の回転電気機械 （輸送用
機械のものを含む） ・内燃機関電装品 （自動車
用スターターモータ ・充電機等） ・変圧器 ・電
力変換装置 ・電気溶接機 ・開閉制御装置　 等
民生用電気機械 ・電球 ・ 6 2民生用電気機械器具製造技術
照明器具 電気暖房器 ・厨房機器 ・扇風機 ・電気温水機 ・
家庭用電気冷蔵庫 ・家庭用電気洗濯機 ・理美容
機器　 等
電球 ・電気照明器具製造技術
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通
信
機
械
有線 ・無線通信機械 6 4有線通信機械器具製造技術
電話機 ・ファクシミリ・交換機　 等
無線通信機械器具製造技術
レーダ装置 ・無線位置測定装置　 等
ラジオ ・テレビ ・音響器具 6 5ラジオ受信機 ・テレビジョン受信機製造技術
［ビデオ機器製造技術はコード69］
電気音響機械器具製造技術
ラジカセ ・ステレオセット・チューナ　 等
［輸送用機器用のものはコード52］
その他の通信機械 6 6交通信号保安装置製造技術
その他の通信機械器具 ・同関連機械器具製造技術
電
電子計算機 6 8 電子計算機 ・同附属装置製造技術
パソコン ・光ディスク装置　 等
子
応
用
全てのソフトウェアを含む
その他の電子応用装置 6 9X 線装置製造技術
装 C T 装置 ・放射線測定器　 等
置 ビデオ機器製造技術
その他の電子応用装置製造技術
粒子加速装置 ・超音波応用装置 ・電子顕微鏡等
電子 ・通信用部品 7 0 電子機器用 ・通信機器用部分品製造技術
半導体素子 ・トランジスタ ・電子管 ・集積回路
・リレー ・抵抗器 ・コンデンサ 　ー 等
その他 の電気機械 7 1電気計測器製造技術
オシロスコープ ・電圧測定器 ・半導体測定器 ・
I C 測定器　 等
その他の電気機械器具製造技術
乾電池 ・蓄電池 （輸送用機械用のものを含む）
・太陽電池　 等
そ
の
他
の
製
口ロロ
貴金属 ・装身具等 8 1貴金属製品製造技術 （宝石加工を含む）
装身具 ・装飾品 ・ボタン・同関連品製造技術
（貴金属 ・宝石製を除く）
レジャー用品 8 2楽器 ・レコー ド製造技術
玩具 ・運動競技用具製造技術
プラスチック製品 8 3プラスチック板 ・棒 ・管 ・継手 ・パイプ等異形押
出製品製造技術
プラスチックフィルム ・シー ト・床材 ・合成皮革
製造技術
工業用プラスチック製品製造技術
発泡 ・強化プラスチック製品製造技術
プラスチック成形材料製造技術
（廃プラスチックを含む）
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製
そ プラスチック製品　 つづき 8 3その他のプラスチック製品製造技術
の プラスチック製台所用品 ・プラスチック製容器
造 他 ・合成樹脂製人工芝　 等
業
に
係
の
製
日日ロ
つ
［合成繊維製人工芝はコード12］
他に分類 されない製造技術 8 4武器製造技術
るつ ペン・鉛筆 ・絵画用品 ・その他事務用品製造技術
技 漆器製造技術
術づ
き
寸つ 他に分類されない製造技術
き 魔法瓶 ・荷役運搬用パレット・ライター ・コル
ク製品 ・看板　 等
その他の技術 9 0電気 ・ガス ・熱供給 ・水道業に係る技術
運輸 ・通信業に係る技術
卸売 ・小売業、、飲食店に係る技術
金融 ・保険業、不動産業に係る技術
サービス業に係る技術
公務 （他に分類されないもの）に係る技術
分類不能の技術
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資料2
技術分野と技術分類の対応
技　 術　　 分　　 類 分野 コード
農林水産業 そ
の
他
0 2
鉱業 0 3
建設業 0 4
製
造
業
に
係
る
技
術
食料品 ・たば こ
そ
の
他
1 1
繊維 1 2
衣服 ・繊維製品
外衣 1 4
その他の衣服 ・繊維製品 1 5
木材 ・木製品 ・家具 1 6
パルプ ・紙製品 ・印刷 1 7
化学製品
化
学
無機化学等 2 1
有機化学 2 2
化学繊維 2 3
油脂加工 ・石けん ・塗料等 2 4
医薬品 2 5
その他の化学製品 2 6
石油 ・石炭製品 3 0
ゴム製品 そ
の
他
3 1
なめし革 ・同製品 ・毛皮 3 2
窯業 3 3
鉄鋼 金
属
3 4
非鉄金属 3 5
金属製品 3 6
一般機械器具 機
械
ボイラ ・原動機 4 1
農業 ・建設 ・鉱山用機械 4 2
金属加工機械 4 3
技　 術　　 分　　 類 分野 コード
製
造
業
に
係
る
技
術
つ
°つ
き
繊維機械 機
械
4 4
特殊産業用機械 4 5
一般産業用機械
ポンプ ・圧縮機 ・送風機 4 7
動力機械 4 8
化学機械装置 化学 4 9
その他の一般産業用機械 機
械
5 0
その他の機械 5 1
輸送用機械 5 2
精密機械 5 3
電気機械器具
電
気
発送電 ・産業用電気機械 6 1
民生用電気機械 ・照明器具 6 2
通信機械
有線 ・無線通信機械 6 4
ラジオ・テレビ ・音響器具 6 5
その他の通信機械 6 6
電子応用装置
】電子計算機 6 8
その他の電子応用装置 6 9
電子 ・通信用部品 7 0
その他の電気機械 7 1
その他の製品
そ
の
他
貴金属 ・装身具等 8 1
レジャー用品 8 2
プラスチック製品 8 3
他に分類されない製造技術 8 4
その他の技術 9 0
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集計表
集計表一覧
I．技術輸出状況
表1 有効回答企業の輸出状況
Ⅱ．技術輸出契約（技術分類別）
??????〔?????
?? ????
契約相手先国・地域
輸出企業の資本金・相手先企業との資本関係
契約期間
契約形態
イニシャルベイメント・ランニングロイヤルティ
独占権・再実施権
技術の種額
特許内包契約に含まれる特許数
Ⅲ．技術輸出契約（国・地域別）
表10
表11
表12
表13
表14
表15
表16
技術分野
輸出企業の資本金・相手先企業との資本関係
契約期間
契約形態
イニシャルベイメント・ランニングロイヤルティ
独占権・再実施権
技術の種類
Ⅳ．技術輸出契約（産業分類別）
表17
表18
表19
表20
表21
衰22
表23
表24
技術分野
契約相手先国・地域
輸出企業の資本金・相手先企業との資本関係
契約期間
契約形態
イニシャルベイメント・ランニングロイヤルティ
独占権・再実施権
技術の種類
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表1．有効回答企業の技術輸出状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：社）
産 業 分 類 全数
輸出
な し
1 件 2 件
～
3 件
4 件
～
5 件
6 件
～
1 0 件
1 1 件
～
（1 ）農林水産業 2 1 1 0 0 0 0
（2 ）鉱業 4 4 0 0 0 0 0
（3 ）建設業 8 3 7 1 6 4 2 0 0
（4 ）食品工業 4 9 3 7 8 3 1 0 0
（5 ）繊維工業 2 3 1 4 4 3 2 0 0
（6 ）パルプ ・紙工業 1 5 1 2 1 2 0 0 0
（7 ）出版 ・印刷業 3 3 0 0 0 0 0
（8 ）総合化学工業 5 7 3 9 7 6 3 2 0
（9 ）油脂 ・塗料工業 1 2 5 2 2 0 3 0
（10）医薬品工業 3 4 2 5 2 5 1 0 1
（11）その他 の化学工業 1 2 7 3 2 0 0 0
（12）石油製品工業 1 3 8 2 2 1 0 0
（13）プラスチック製品工業 1 8 1 4 2 0 0 0 0
（14）ゴム製品工業 6 4 1 0 0 0 1
（15）窯業 2 4 1 8 2 1 0 3 0
（16）鉄鋼業 2 7 1 8 4 2 0 2 1
（17）非鉄金属工業 2 6 1 6 2 6 0 0 1
（18）金属製品工業 2 6 2 4 1 0 0 0 1
（19）機械工業 7 1 4 5 1 5 8 3 0 0
（20）電気機械器具工業 4 5 2 7 4 9 1 2 2
（21）通信 ・電気計測器工業 6 9 4 9 6 7 4 0 3
（22） 自動車工業 3 4 1 4 5 6 5 3 1
（23）その他 の輸送用機械工業 2 0 1 1 6 1 1 0 1
（24）精密機械工業 1 4 1 1 2 0 1 0 0
（25）その他 の工業 2 1 1 9 0 1 1 0 0
（26）運輸 ・通信 ・公益業 2 9 2 5 2 0 2 0 0
（27）卸売 ・小売業 3 8 3 7 0 1 0 00
（28）情報サー ビス ・調査 ・広告 1 7 1 6 0 1 0 0 0
（29）その他 のサー ビス業
合　　　　 計
2 2
8 1 ．2
2 2
5 9 6
0
8 8
0
7 2
0
2 8
0
1 6
0
1 2
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衷2．技術輸出契約の契約相手先国・地域（技術分類別）
技 術 分 類 全数
北アメ リカ ヨー ロッパ
米 国 その他 英国 ドイツ フランス イタリア その他
（02）農林水産業 1 0 0 0 0 0 0 0
（03）鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0
（04）建設業 2 0 1 0 1 3 0 1 3
（11）食料品 ・たばこ 1 3 3 0 1 0 0 0 1
（12）繊維 1 6 2 0 1 0 0 1 1
（14）外衣 0 0 0 0 0 0 0 0
（15）その他衣服 ・繊維製品 4 0 0 0 0 0 0 0
（16）木材 ・木製品 ・家具 2 0 0 0 0 0 0 1
（17）パルプ ・紙製品 ・印刷 7 1 0 0 0 0 0 4
（2 1）無機化学等 8 2 0 0 0 0 0 1
（22）有機化学 2 8 9 0 3 0 0 1 3
（23）化学繊維 4 2 0 0 0 0 1 0
〔24）油脂加工 ・石けん ・塗料等 2 6 3 0 2 0 0 0 0
（25）医薬品 4 2 1 3 0 3 4 1 3 7
（26） その他の化学製品 1 2 6 0 1 1 1 0 0
（30）石油 ・石炭製品 1 1 3 1 1 0 0 0 1
（31） ゴム製品 1 4 4 1 0 1 1 1 0
（32） なめ し革 ・同製品 ・毛皮 0 0 0 0 0 0 0 0
（33）窯業 2 6 2 1 0 0 1 0 1
（34）鉄鋼 2 2 8 1 1 1 00 1
（35）非鉄金属 2 4 6 0 0 0 00 2
（36）金属製品 3 3 7 2 2 0 0 0 3
（41）ボイラ ・原動機 3 0 0 0 0 0 0 0
（42）農業 ・建設 ・鉱山用機械 7 1 0 0 1 1 0 1
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（単位：件）
ア　 ジ　 ア そ の 他
韓 国 中 国 台 湾 タイ マレー シア インド ネシア インド シンガ ポ ール 香 港 そ の 他 オー ストラリア ブ ラジ ル そ の 他
02 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
03 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
04 5 1 2 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0
11 1 1 0 3 1 1 0 1 0 0 0 0 0
12 1 1 2 3 0 4 0 0 0 0 0 0 1
14 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
15 0 0 0 1 1 1 0 0 0 1 0 0 0
16 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0
17 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0
2 1 0 1 0 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0
22 2 1 2 2 1 0 0 3 1 0 0 0 0
23 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
24 4 1 2 3 1 2 1 1 0 4 1 0 1
25 6 3 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
26 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0
30 1 0 1 1 0 0 0 0 0 1 1 0 0
3 1 1 2 1 1 0 1 0 0 0 1 1 0 0
32 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
33 3 1 1 4 1 3 1 0 0 3 1 3 0
34 0 0 1 4 0 2 0 0 0 1 0 0 2
35 2 0 4 3 1 1 1 0 0 1 0 0 0
36 4 1 1 3 0 2 0 1 0 2 1 0 2
4 1 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
4 2 2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0
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表2．技術輸出契約の契約相手先国・地域（技術分類別）
技 術 分 類 全数
北 アメリカ ヨー ロッパ
米国 その他 英国 ドイツ フランス イ舛ア その他
（43）金属加工機械 1 4 1 0 0 1 1 0 0
（44）繊維機械 2 0 0 0 0 0 0 0
（45）特殊産業用機械 3 2 0 0 0 0 0 0
（47）ポ ンプ ・圧縮機 ・送風機 3 1 0 0 0 0 0 0
（48）動力機械 3 0 0 0 0 1 0 1
（49）化学機械装置 7 1 1 0 1 0 1 0
（50） その他一般産業用機械 1 1 0 0 0 0 0 2 0
（51）その他機械 1 8 3 0 1 1 0 1 1
（52）輸送用機械 9 9 1 3 51 1 1 4 1 7
（53）精密機械 4 1 0 0 0 0 0 0
（61〕発送電 ・産業用電気機械 2 4 0 0 0 0 1 0 0
（62）民生用電気機械 ・照明器具 3 2 1 0 0 0 0 0 0
（64）有線 ・無線通信機械 1 4 7 0 0 0 0 0 0
（65） ラジオ ・テレビ ・音響器具 2 5 3 1 0 2 1 0 0
（66〕 その他 の通信機械 0 0 0 0 0 0 0 0
（68）電子計算機 4 5 1 1 0 2 1 0 0 4
（69） その他 の電子応用装置 1 5 1 0 0 4 1 0 0
（70）電子 ・通信用部品 4 7 1 6 0 2 2 1 2 2
（71）その他 の電気機械 6 1 0 0 0 0 0 1
（81）貴金属 ・装身具等 0 0 0 0 0 0 0 0
（82） レジャー用品 2 2 0 0 0 0 0 0
（83）プ ラスチック製品 1 3 4 0 3 0 1 0 0
（84）他に分類 されない製造技術 0 0 0 0 0 0 0 0
（90） その他 の技術
合　　　　 計
2
7 1 2
1
1 4 2
0
1 3
0
3 5
0
2 4
0
1 6
0
1 5
0
4 6
一g2－
（単位：件）
ア　 ジ　 ア そ の 他
韓 国 中 国 台 湾 タイ マレー シア インド ネシア インド シンガ ポ ルー 香 港 そ の 他 オ 朴ー ラリア ブ ラジ ル そ の 他
43 3 2 3 0 0 0 1 1 0 1 0 0 0
44 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
45 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
47 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
48 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
49 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0
50 6 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
5 1 6 2 0 0 2 0 1 0 0 0 0 0 0
52 2 2 7 8 3 8 1 5 1 0 0 2 2 0
53 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
6 1 3 4 4 1 3 0 4 0 1 0 1 1 1
62 4 8 5 2 5 1 1 0 2 1 0 1 1
64 0 0 2 0 0 0 1 0 1 0 1 1 1
65 7 0 1 0 1 1 1 1 0 1 0 2 3
66 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
68 3 1 4 6 2 0 1 6 4 0 0 0 0
69 1 3 0 0 0 1 0 0 3 0 0 1 0
70 6 7 3 2 2 0 0 2 0 0 0 0 0
7 1 0 2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
8 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
82 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
83 2 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1
84 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
9 0 0
9 8
0
5 6
0
5 3
1
5 1
0
3 4
0
2 3
0
2 0
0
1 9
0
1 2
0
1 9
0
1 0
0
1 1
0
1 5
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表3．技術輸出契約の輸出企業の資本金・輸出先企業との資本関係（技術分類別〕
技　 術　 分　 類 全数
資　 本　 金 資　 本　 関　 係
50億円
未満
100億
円未満
500億
円未満
500億
円以上
な　 し 2分の1
未満
2分の1
以上
無回答
（02）農林水産業 1 0 1 0 0 1 0 0 0
（03）鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（04）建設業 2 0 1 7 8 4 1 8 1 1 0
（11）食料品 ・たば こ 1 3 2 2 7 2 7 3 3 0
（12）繊維 1 6 8 2 4 2 7 3 6 0
（14）外衣 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（15）その他衣服 ・繊維製品 4 0 0 4 0 1 3 0 0
（16）木材 ・木製 品 ・家具 2 0 0 2 0 2 0 0 0
（17）パルプ ・紙製品 ・印刷 7 1 1 3 2 4 2 1 0
（21）無機化学等 8 2 0 3 3 5 3 0 0
（22）有機化学 2 8 3 0 1 6 9 2 2 0 6 0
（23）化学繊維 4 1 0 2 1 4 0 0 0
（24）油脂加工 ・石 けん ・塗料等 2 6 5 7 1 4 0 1 8 4 2 2
（25）医薬品 4 2 1 2 3 2 7 3 8 1 3 0
（26）その他 の化学製品 1 2 3 1 6 2 52 5 0
（30）石油 ・石炭製品 1 1 0 0 6 5 1 0 0 1 0
（31）ゴム製品 1 4 0 1 0 1 3 4 0 1 0 0
（32） なめし革 ・同製品 ・毛皮 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（33）窯業 2 6 2 9 1 4 1 1 9 5 2 0
（34）鉄鋼 2 2 3 0 3 1 6 1 7 2 3 0
（35）非鉄金属 2 4 4 0 1 0 1 0 1 6 6 2 0
（36）金属製品 3 3 1 2 1 9 1 1 2 2 8 3 0
（41）ボ イラ ・原動機 3 0 0 0 3 3 0 0 0
（42）農業 ・建設 ・鉱 山用機械 7 0 0 3 4 6 0 1 0
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（単位：件）
技　 術　 分　 類 全 数
資　 本　 金 資　 本　 関　 係
50億 円
未 満
10 0億
円 未 満
500億
円 未 満
500 億
円 以 上
な　 し 2分 の 1
未 満
2分 の 1
以 上
無 回 答
（4 3） 金 属 加 工 機 械 1 4 5 2 4 3 6 4 4 0
（44 ） 繊 維 機 械 2 0 0 2 0 2 0 0 0
（4 5） 特 殊 産 業 用 機 械 3 1 0 0 2 1 0 2 0
（4 7） ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 風 機 3 1 0 1 1 3 0 0 0
（4 8） 動 力 機 械 3 0 0 1 2 3 0 0 0
（49 ） 化 学 機 械 装 置 7 1 0 1 5 4 2 1 0
（50 ） そ の 他 一 般 産 業 用 機 械 1 1 2 0 5 4 7 1 3 0
（5 1） そ の 他 機 械 1 8 4 5 7 2 1 3 1 4 0
（52 ） 輸 送 用 機 械 9 9 2 2 3 3 2 4 2 0 5 7 2 0 2 2 0
（53 ） 精 密 機 械 4 1 1 2 0 4 0 0 0
（6 1） 発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 2 4 1 0 2 9 3 1 9 0 5 0
（62 ） 民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 3 2 1 0 5 2 6 1 8 3 1 3 0
（64 ） 有 線 ・無 線 通 信 機 械 1 4 0 1 0 1 3 5 3 6 0
（65 ） ラ ジ オ ・テ レ ビ ・音 響 器 具 2 5 0 0 2 2 3 1 8 0 7 0
（66 ） そ の 他 の 通 信 機 械 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（68 ） 電 子 計 算 機 4 5 6 1 4 4 2 1 1 5 4 2 6 0
（69 ） そ の 他 の 電 子 応 用 装 置 1 5 0 0 0 1 5 1 0 0 5 0
（70 ） 電 子 ・通 信 用 部 品 4 7 4 2 1 1 3 0 2 99 9 0
（7 1） そ の 他 の 電 気 機 械 6 0 2 3 1 4 0 2 0
（8 1） 貴 金 属 ・装 身 具 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（82 ） レ ジ ャ ー 用 品 2 0 0 2 0 2 0 0 0
（83） プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1 3 0 2 4 7 1 2 1 0 0
（84） 他 に 分 類 さ れ な い 製 造 技 術 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（90） そ の 他 の 技 術
合　　　　 計
2
7 1 2
0
9 5
1
1 0 0
0
2 4 3
1
2 7 4
2
4 6 1
0
9 1
0
1 5 8
0
2
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表4．技術輸出契約の契約期間（技術分類別）
技 術 分 類 全数
1 年
未満
5 年
未満
10年
未満
15年
未満
15年
以上
工業所
有権 の
期間
その他 無 回答
（02）農林水産業 1 1 0 0 0 0 0 0 0
（03）鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（04）建設業 2 0 5 8 2 0 4 0 1 0
（11）食料品 ・たば こ 1 3 0 2 1 6 1 1 2 0
（12）繊維 1 6 1 6 2 1 1 1 4 0
（14）外衣 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（15）その他衣服 ・繊維製品 4 0 2 1 0 0 0 1 0
（16）木材 ・木製品 ・家具 2 0 0 2 0 0 0 0 0
（17）パルプ ・紙製品 ・印刷 7 1 0 4 0 0 1 1 0
（21）無機化学等 8 0 1 2 3 0 0 2 0
（22）有機化学 2 8 0 1 5 5 6 3 8 0
（23）化学繊維 4 0 1 0 1 0 2 0 0
（24）油脂加工 ・石けん ・塗料等 2 6 0 8 9 3 1 3 0 2
（25） 医薬品 4 2 0 6 5 7 8 1 2 4 0
（26）その他 の化学製品 1 2 0 2 5 5 0 0 0 0
（30）石油 ・石炭製品 1 1 6 0 0 0 1 0 4 0
（31） ゴム製品 1 4 0 0 0 0 07 7 0
（32） なめし革 ・同製品 ・毛皮 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（33）窯業 2 6 0 1 3 8 3 0 20 0
（34）鉄鋼 2 2 1 1 0 5 2 0 2 2 0
（35）非鉄金属 2 4 1 8 1 0 1 1 3 0 0
（36）金属製品 3 3 0 1 6 6 8 1 1 1 0
（41）ボ イラ ・原動機 3 0 1 2 0 0 0 0 0
（42）農業 ・建設 ・鉱 山用機械 7 0 0 5 1 0 0 1 0
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（単位：件）
技 術 分 類 全 数
1 年
未 満
5 年
未 満
10年
未 満
15年
未 満
15年
以 上
工 業 所
有 権 の
期 間
そ の 他 無 回 答
（43 ） 金 属 加 工 機 械 1 4 0 5 7 1 1 0 0 0
（44 ） 繊 維 機 械 2 0 0 2 0 0 0 0 0
（45 ） 特 殊 産 業 用 機 械 3 0 2 1 0 0 0 0 0
（47 ） ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 風 機 3 0 0 1 0 1 0 1 0
（48 ） 動 力 機 械 3 0 0 3 0 0 0 0 0
（4 9） 化 学 機 械 装 置 7 0 1 3 1 0 0 2 0
（50 ） そ の 他 一 般 産 業 用 機 械 1 1 0 0 5 1 2 0 3 0
（5 1） そ の 他 機 械 1 8 0 5 5 2 0 2 4 0
（52 ） 輸 送 用 機 械 9 9 0 1 5 5 6 5 2 5 1 6 0
（53） 精 密 機 械 4 0 1 1 1 0 1 0 0
（6 1） 発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 2 4 0 1 1 7 1 0 0 5 0
（62 ） 民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 3 2 0 9 2 0 2 0 0 1 0
（64 ） 有 線 ・無 線 通 信 機 械 1 4 0 2 5 1 0 5 1 0
（65 ） ラ ジ オ ・テ レ ビ ・音 響 器 具 2 5 0 4 6 7 0 7 1 0
（6 6） そ の 他 の 通 信 機 械 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（68 ） 電 子 計 算 機 4 5 1 1 8 5 5 5 6 5 0
（6 9） そ の 他 の 電 子 応 用 装 置 1 5 0 1 7 6 0 0 1 0
（70 ） 電 子 ・通 信 用 部 品 4 7 6 9 1 6 1 3 6 6 0
（7 1） そ の 他 の 電 気 機 械 6 0 2 2 1 0 1 0 0
（8 1） 貴 金 属 ・装 身 具 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（8 2） レ ジ ャ ー 用 品 2 0 1 0 0 0 1 0 0
（8 3） プ ラ ス チ ッ ク製 品 1 3 0 3 3 2 2 2 1 0
（84 ） 他 に 分 類 さ れ な い 製 造 技 術 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（90 ） そ の 他 の 技 術
合　　　　 計
2
7 1 2
0
2 3
1
1 7 5
1
2 3 0
0
8 3
0
4 0
0
7 4
0
8 5
0
2
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表5．技術輸出契約の契約形態（技術分類別）
技 術 分 類 全数
契　 約　 形　 態
無償 有償 クロスライセ ンス 無回答
受取 等価 支払
（02）農林水産業 1 1 0 0 0 0 0
（03）鉱業 0 0 0 0 0 0 0
（04）建設業 2 0 0 2 0 0 0 0 0
（11）食料品 ・たば こ 1 3 0 1 2 0 1 0 0
（12）繊維 1 6 2 9 4 1 0 0
（14）外衣 0 0 0 0 0 0 0
（15）その他衣服 ・繊維製 品 4 1 3 0 0 0 0
（16）木材 ・木製品 ・家具 2 0 2 0 0 0 0
（17）パル プ ・紙製品 ・印刷 7 1 5 1 0 0 0
（21）無機化学等 8 0 8 0 0 0 0
（22）有機化学 2 8 2 2 6 0 0 0 0
（23）化学繊維 4 0 3 1 0 0 0
（24）油脂加工 ・石 けん ・塗料等 2 6 0 2 4 0 0 0 2
（25）医薬品 4 2 1 7 2 3 10 1 0
（26）その他の化学製品 1 2 0 1 2 0 0 0 0
（30）石油 ・石炭製品 1 1 0 6 5 0 0 0
（31）ゴム製品 1 4 2 1 2 0 0 0 0
（32）なめ し革 ・同製品 ・毛皮 0 0 0 0 0 0 0
（33）窯業 2 6 0 2 4 2 0 0 0
（34）鉄鋼 2 2 2 2 0　　　 0 00 0
（35）非鉄金属 2 4 0 2 3 1 0 0 0
（36）金属製品 3 3 0 3 2 0 10 0
（41）ボイ ラ ・原動機 3 0 3　　　 0 0 0 0
（42）農業 ・建設 ・鉱 山用機械 7 0 7　　　 0 0 0 0
肩98－
（単位：件）
技 術 分 類 全 数
契　 約　 形　 態
無 償 有 償 ク ロ ス ラ イ セ ン ス 無 回 答
受 取 等 価 支 払
（43 ） 金 属 加 工 機 械 1 4 0 1 3 1 0 0 0
（4 4） 繊 維 機 械 2 0 2 0 0 0 0
（4 5） 特 殊 産 業 用 機 械 3 0 3 0 0 0 0
（47 ） ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 風 機 3 1 2 0 0 0 0
（4 8） 動 力 機 械 3 0 3 0 0 0 0
（4 9） 化 学 機 械 装 置 7 0 7 0 0 0 0
（5 0） そ の 他 一 般 産 業 用 機 械 1 1 1 1 0 0 ．　 0 0 0
（5 1） そ の 他 機 械 1 8 0 1 7 1 0 0 0
（5 2） 輸 送 用 機 械 9 9 5 9 0 3 1 0 0
（5 3） 精 密 機 械 4 0 4 0 0 0 0
（6 1） 発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 2 4 0 2 4 0 0 0 0
（6 2） 民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 3 2 0 3 2 0 0 0 0
（64 ） 有 線 ・無 線 通 信 機 械 1 4 5 8 0 0 1 0
（6 5） ラ ジ オ ・テ レ ビ ・音 響 器 具 2 5 0 2 4 0 1 0 0
（6 6） そ の 他 の 通 信 機 械 0 0 0 0 0 0 0
（6 8） 電 子 計 算 機 4 5 4 3 4 5 2 0 0
（6 9） そ の 他 の 電 子 応 用 装 置 1 5 0 1 4 1 0 0 0
（7 0） 電 子 ・通 信 用 部 品 4 7 2 3 1 8 3 3 0
（7 1） そ の 他 の 電 気 機 械 6 0 5 0 0 1 0
（8 1） 貴 金 属 ・装 身 具 等 0 0 0 0 　 0 0 0
（8 2） レ ジ ャ ー 用 品 2 0 2 0 0 0 0
（8 3） プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1 3 1 1 1 1 0 0 0
（84） 他 に 分 類 さ れ な い 製 造 技 術 0 0 0 0 0 0 0
（9 0） そ の 他 の 技 術
合　　　　 計
2
7 1 2
1
6 4 8
1
6 1 1
0
3 5
0
1 0
0
6
0
2
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表6．技術輸出契約のイニシャルペイメントランニングロイヤルティ（技術分類別）
技 術 分 類 全数
イニシャルペイメント ランニングロイヤルティ
有 無 無回答 有 無 無回答
（02）農林水産業 0 0 0 0 0 0 0
（03）鉱業 0 0 0 0 0 0 0
（04）建設業 2 0 7 1 3 0 4 1 6 0
（11）食料品 ・たばこ 1 2 6 6 0 4 8 0
（12）繊維 1 3 5 8 0 7 6 0
（14）外衣 0 0 0 0 0 0 0
（15）その他衣服 ・繊維製品 3 0 3 0 3 0 0
（16）木材 ・木製品 ・家具 2 1 1 0 2 0 0
（17）パルプ ・紙製品 ・印刷 6 3 3 0 4 2 0
（21）無機化学等 8 4 4 0 5 3 0
（22）有機化学 2 6 2 0 6 0 1 7 9 0
（23）化学繊維 4 3 1 0 1 3 0
（24）油脂加工 ・石けん ・塗料等 2 （〕 1 3 1 1 2 2 4 0 2
（25）医薬品 2 4 1 2 1 2 0 2 2 2 0
（26）その他の化学製品 1 2 3 8 1 1 2 0 0
（30）石油 ・石炭製品 1 1 0 1 1 0 1 0 1 0
（31）ゴム製品 1 2 1 0 1 1 1 2 0 0
（32）なめし革 ・同製品 ・毛皮 0 0 0 0 0 0 0
（33）窯業 2 8 2 0 6 0 1 2 1 4 0
（34）鉄鋼 2 0 1 1 9 0 1 3 7 0
（35）非鉄金属 2 4 1 9 5 0 1 6 8 0
（36）金属製品 3 2 1 5 1 7 0 1 6 1 6 0
（41）ボイラ ・原動機 3 3 0 0 3 0 0
（42）農業 ・建設 ・鉱山用機械 7 7 0 0 7 0 0
胃100－
（単位：件）
技 術 分 類 全 数
イ ニ シ ャ ル ペイ メ ン ト ラ ン ニ ン グ ロ イ ヤ ル テ ィ
有 無 無 回 答 有 無 無 回 答
（43 ） 金 属 加 工 機 械 1 4 8 6 0 1 2 2 0
（44 ） 繊 維 機 械 2 2 0 0 0 2 0
（45 ） 特 殊 産 業 用 機 械 3 1 2 0 2 1 0
（47 〕 ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 風 機 2 2 0 0 1 1 0
（48 ） 動 力 機 械 3 3 0 0 2 1 0
（49 ） 化 学 機 械 装 置 7 6 1 0 4 3 0
（50 ） そ の 他 一 般 産 業 用 機 械 1 0 1 0 0 0 7 3 0
（51） そ の 他 機 械 1 8 1 1 7 0 1 5 3 0
（52） 輸 送 用 機 械 9 3 5 7 3 8 0 8 4 9 0
（53 ） 精 密 機 械 4 4 0 0 4 0 0
（6 1） 発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 2 4 1 5 9 0 2 3 1 0
（62） 民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 3 2 8 2 4 0 3 0 2 0
（64 ） 有 線 ・無 線 通 信 機 械 8 4 4 0 8 0 0
（65 ） ラ ジ オ ・テ レ ビ ・音 響 器 具 2 4 1 3 1 0 1 2 2 1 1
（66 ） そ の 他 の 通 信 機 械 0 0 0 0 0 0 0
（68 ） 電 子 計 算 機 3 9 1 9 1 6 4 2 3 1 5 1
（69 ） そ の 他 の 電 子 応 用 装 置 1 5 1 1 4 0 1 4 1 0
（70 ） 電 子 ・通 信 用 部 品 3 9 1 8 2 0 1 2 5 1 4 0
（7 1） そ の 他 の 電 気 機 械 5 5 0 0 3 2 0
（8 1） 貴 金 属 ・装 身 具 等 0 0 0 0 0 0 0
（82 ） レ ジ ャ ー 用 品 2 0 2 0 1 1 0
（83 ） プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1 2 6 5 1 9 3 0
（84） 他 に 分 類 さ れ な い 製 造 技 術 0 0 0 0 0 0 0
（90 ） そ の 他 の 技 術
合　　　　 計
1
6 4 8
0
3 5 6
1
2 7 1
0
2 1
1
4 8 4
0
1 6 0
0
4
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表7．技術輸出契約の独占権・再実施権（技術分類別）
技 術 分 類 全数
独占権 再実施権
有 無 無回答 有 無 無回答
（02）農林水産業 1 0 1 0 0 1 0
（03）鉱業 0 0 0 0 0 0 0
（04）建設業 2 0 1 0 9 1 7 1 3 0
（11）食料 品 ・たばこ 1 3 6 7 0 1 1 2 0
（12）繊維 1 6 6 1 0 0 2 1 4 0
（14）外衣 0 0 0 0 0 0 0
（15）その他衣服 ・繊維製 品 4 4 0 0 0 0 4
（16）木材 ・木製品 ・家具 2 0 2 0 0 2 0
（17）パル プ ・紙製品 ・印刷 7 2 5 0 3 4 0
（21）無機化学等 8 3 5 0 1 7 0
（22）有機化学 2 8 6 2 2 0 3 2 5 0
（23）化学繊維 4 0 4 0 2 2 0
（24）油脂加工 ・石けん ・塗料等 2 6 1 4 1 0 2 22 2 2
（25）医薬品 4 2 1 8 2 4 0 1 6 2 6 0
（26） その他 の化学製品 1 2 5 7 0 1 1 1 0
（30）石油 ・石炭製品 1 1 5 6 0 0 1 1 0
（31） ゴム製品 1 4 1 3 1 0 2 1 2 0
（32）なめ し革 ・同製品 ・毛皮 0 0 0 0 0 0 0
（33）窯業 2 （∋ 7 1 9 0 2 2 4 0
（34）鉄鋼 2 2 7 1 5 0 0 2 2 0
（35）非鉄金属 2 4 7 1 7 0 0 2 4 0
（36）金属製品 3 3 7 2 6 0 1 3 2 0
（4 1〕ボ イラ ・原動機 3 3 0 0 0 3 0
（42）農業 ・建設 ・鉱山用機械 7 7 0 0 0 7 0
一102－
（単位：件）
技 術 分 類 全 数
独 占 権 再 実 施 権
有 無 無 回 答 有 無 無 回 答
（43） 金 属 加 工 機 械 1 4 9 5 0 0 1 4 0
（44 ） 繊 維 機 械 2 0 2 0 0 2 0
（45 ） 特 殊 産 業 用 機 械 3 1 2 0 0 2 1
（47 ） ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 風 機 3 2 1 0 1 2 0
（48 ） 動 力 機 械 3 2 1 0 0 3 0
（49 ） 化 学 機 械 装 置 7 3 4 0 0 7 0
（50） そ の 他 一 般 産 業 用 機 械 1 1 9 2 0 0 1 1 0
（5 1） そ の 他 機 械 1 8 6 1 2 0 0 1 8 0
（52） 輸 送 用 機 械 9 9 4 7 5 2 0 1 0 8 81
（53〕 精 密 機 械 4 0 4 0 0 4 0
（61） 発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 2 4 1 2 1 2 0 0 2 40
（62） 民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 3 2 5 2 7 0 2 3 0 0
（64 ） 有 線 ・無 線 通 信 機 械 1 4 0 1 4 0 2 1 2 0
（65） ラ ジ オ ・テ レ ビ ・音 響 器 具 2 5 3 2 2 0 0 2 5 0
（66 ） そ の 他 の 通 信 機 械 0 0 0 0 0 0 0
（68 ） 電 子 計 算 機 4 5 1 3 3 1 1 7 3 7 1
（69 ） そ の 他 の 電 子 応 用 装 置 1 5 2 1 3 0 0 1 5 0
（70） 電 子 ・通 信 用 部 品 4 7 8 3 9 0 5 4 2 0
（7 1） そ の 他 の 電 気 機 械 6 4 2 0 2 4 0
（8 1） 貴 金 属 ・装 身 具 等 0 0 0 0 0 0 0
（82） レ ジ ャ ー 用 品 2 0 2 0 0 2 0
（83） プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1 3 7 6 0 1 1 2 0
（84） 他 に 分 類 さ れ な い 製 造 技 術 0 0 0 0 0 0 0
（9 0） そ の 他 の 技 術
合　　　　 計
2
7 1 2
1
2 6 4
1
4 4 4
1
4
0
7 3
2
6 3 0
0
9
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表8．技術輸出契約の技術の種類（技術分類別）
技 術 分 類 全数
技術の種類
特許 ノウ
ハ ウ
商標 出願 中
特許
実用
新案
意匠 無 回答
（02）農林水産業 1 0 1 0 0 0 0 0
（03）鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0
（04）建設業 2 0 1 0 1 7 1 8 0 0 0
（11）食料品 ・たばこ 1 3 0 1 1 6 1 0 2 0
（12）繊維 1 6 0 1 6 2 1 0 3 0
（14）外衣 0 0 0 0 0 0 0 0
（15） その他衣服 ・繊維製品 4 0 4 4 0 0 0 0
（16）木材 ・木製 品 ・家具 2 0 2 1 0 0 0 0
（17）パルプ ・紙製品 ・印刷 7 3 5 1 0 0 0 0
（21）無機化学等 8 4 7 0 2 0 0 0
（22）有機化学 2 8 1 2 2 5 2 8 0 0 0
（23）化学繊維 4 2 2 0 0 0 0 0
（24）油脂加工 ・石 けん ・塗料等 2 6 4 2 6 1 3 3 0 0 0
（25）医薬品 4 2 2 7 2 9 1 4 1 9 0 0 0
（26）その他 の化学製品 1 2 6 1 2 3 2 0 0 0
（30）石油 ・石炭製品 1 1 1 1 1 5 0 0 0 0
（31） ゴム製品 1 4 1 4 1 2 0 1 7 8 0
（32）なめ し革 ・同製品 ・毛皮 0 0 0 0 0 0 0 0
（33）窯業 2 6 1 1 2 3 4 2 2 0 0
（34）鉄鋼 2 2 9 1 9 5 1 0 0 0
（35）非鉄金属 2 4 8 2 2 1 5 0 0 0
（36）金属製品 3 3 1 1 3 1 3 1 0 00
（41）ボイラ ・原動機 3 2 3 0 0 0 0 0
（42）農業 ・建設 ・鉱山用機械 7 4 7 3 1 0 0 0
肩104－
（単位：件）
技 術 分 類 全 数
技 術 の 種 類
特 許 ノ ウ
ハ ウ
商 標 出 願 中
特 許
実 用
新 案
意 匠 無 回 答
（43 ） 金 属 加 工 機 械 1 4 5 1 4 6 2 2 2 0
（44 ） 繊 維 機 械 2 2 2 1 2 1 0 0
（45 ） 特 殊 産 業 用 機 械 3 2 3 1 1 0 0 0
（47 ） ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 風 機 3 2 2 2 0 0 0 0
（48） 動 力 機 械 3 1 3 0 0 0 0 0
（4 9） 化 学 機 械 装 置 7 2 6 1 0 1 0 0
（5 0） そ の 他 一 般 産 業 用 機 械 1 1 3 1 1 5 0 0 1 0
（5 1） そ の 他 機 械 1 8 1 3 1 5 6 5 4 1 0
（5 2） 輸 送 用 機 械 9 9 5 5 9 8 1 4 4 0 3 28 0
（53 ） 精 密 機 械 4 3 3 3 0 1 0 0
（6 1） 発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 2 4 1 4 2 3 4 1 3 1 21 3 0
（62 ） 民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 3 2 1 3 2 7 7 1 2 20
（64 ） 有 線 ・無 線 通 信 機 械 1 4 8 9 0 4 3 0 0
（65 ） ラ ジ オ ・テ レ ビ ・音 響 器 具 2 5 1 8 1 9 9 1 2 1 10 0
（66 ） そ の 他 の 通 信 機 械 0 0 0 0 0 0 0 0
（68 ） 電 子 計 算 機 4 5 1 1 4 1 8 9 7 3 1
（69 ） そ の 他 の 電 子 応 用 装 置 1 5 1 1 7 2 7 7 0 0
（70 ） 電 子 ・通 信 用 部 品 4 7 2 7 3 0 0 1 6 7 0 0
（7 1） そ の 他 の 電 気 機 械 6 4 5 1 2 2 1 0
（8 1） 貴 金 属 ・装 身 具 等 0 0 0 0 0 0 0 0
（82） レ ジ ャ ー 用 品 2 1 0 1 0 0 0 0
（83） プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1 3 5 1 1 4 3 0 0 0
（84） 他 に 分 類 さ れ な い 製 造 技 術 0 0 0 0 0 0 0 0
（9 0） そ の 他 の 技 術
合　　　　 計
2
7 1 2
0
3 2 8
2
6 1 6
0
1 4 3
1
1 7 3
0
1 0 1
0
4 4
0
1
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表9．特許内包契約に含まれる特許数（技術分類別）
技 術 分 類 全数
特　 許　 数
1 件 10件
未満
50件
未満
100件
未満
100件
以上
無回答
（02）農林水産業 0 0 0 0 0 0 0
（03）鉱業 0 0 0 0 0 0 0
（04）建設業 1 2 3 3 1 5 0 0
（11）食料品 ・たば こ 1 0 1 0 0 0 0
（12）繊維 1 1 0 0 0 0 0
（14〕外衣 0 0 0 0 0 0 0
（15）その他衣服 ・繊維製 品 0 0 0 0 0 0 0
（16）木材 ・木製品 ・家具 0 0 0 0 0 0 0
（17）パルプ ・紙製品 ・印刷 3 1 1 1 0 0 0
（21）無機化学等 4 0 3 1 0 0 0
（22）有機化学 1 4 3 9 2 0 0 0
（23）化学繊維 3 1 1 0 0 0 1
（24）油脂加工 ・石 けん ・塗料等 6 2 2 0 0 0 2
（25）医薬品 3 1 6 1 6 7 0 2 0
（26）その他の化学製品 6 0 3 1 0 0 2
（30）石油 ・石炭製品 1 0 1 0 0 0 0
（31） ゴム製品 1 4 0 6 8 0 0 0
（32）なめ し革 ・同製品 ・毛皮 0 0 0 0 0 0 0
（33）窯業 1 1 2 1 7 0 1 0
（34）鉄鋼 1 0 3 7 0 0 0 0
（35）非鉄金属 8 3 4 1 0 0 0
（36）金属製品 1 2 2 6 2 0 0 2
（41）ボイラ ・原動機 2 0 0 0 0 0 2
（42）農業 ・建設 ・鉱山用機械 4 0 3 1 0 0 0
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（単位：件）
技 術 の 種 類 全 数
特　 許　 数
1 件 10件
未 満
50件
未 満
100件
未 満
100件
以 上
無 回 答
（43） 金 属 加 工 機 械 5 1 1 1 0 0 2
（44） 繊 維 機 械 2 0 0 2 0 0 0
（45 ） 特 殊 産 業 用 機 械 2 0 0 2 0 0 0
（47〕 ポ ン プ ・圧 縮 機 ・送 風 機 2 0 0 0 0 0 2
（48） 動 力 機 械 1 0 1 0 0 0 0
（49） 化 学 機 械 装 置 2 0 0 1 0 0 1
（50 ） そ の 他 一 般 産 業 用 機 械 3 0 3 0 0 0 0
（5 1） そ の 他 機 械 1 3 1 6 4 0 0 2
（52 ） 輸 送 用 機 械 5 5 5 2 9 1 7 0 2 2
（53 ） 精 密 機 械 3 0 2 0 0 0 1
（6 1） 発 送 電 ・産 業 用 電 気 機 械 1 5 0 1 2 2 0 1 0
（62 ） 民 生 用 電 気 機 械 ・照 明 器 具 1 6 2 7 2 2 0 3
（64 ） 有 線 ・無 線 通 信 機 械 8 3 2 3 0 0 0
（65 ） ラ ジ オ ・テ レ ビ ・音 響 器 具 1 9 0 2 6 2 7 2
（6 6〕 そ の 他 の 通 信 機 械 0 0 0 0 0 0 0
（68） 電 子 計 算 機 1 2 1 3 1 1 5 1
（69 ） そ の 他 の 電 子 応 用 装 置 1 1 0 1 6 0 1 3
（70 ） 電 子 ・通 信 用 部 品 2 8 4 9 2 4 8 1
（7 1） そ の 他 の 電 気 機 械 4 0 4 0 0 0 0
（8 1） 貴 金 属 ・装 身 具 等 0 0 0 0 0 0 0
（82 〕 レ ジ ャ ー 用 品 1 1 0 0 0 0 0
（83） プ ラ ス チ ッ ク 製 品 5 1 1 0 3 0 0
（84） 他 に 分 類 さ れ な い 製 造 技 術 0 0 0 0 0 0 0
（90 ） そ の 他 の 技 術
合　　　　 計
1
3 5 1
1
4 7
0
1 5 0
0
8 1
0
1 7
0
2 7
0
2 9
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表10．技術輸出契約の技術分野（国・地域別）　（単位：件）
国 ・地域 全数
技術分野
電気 機械 化学 金属 その他
北 アメ リカ 1 5 5 4 1 2 7 4 1 2 4 2 2
米　 国 1 4 2 4 0 2 23 9 2 1 2 0
その他 1 3 1 5 2 3 2
ヨー ロッパ 1 3 6 2 6 3 73 6 1 0 2 7
英　 国 3 5 4 1 2 1 0 3 6
ドイツ 2 4 9 4 6 1 4
フランス 1 6 4 7 2 0 3
イタリア 1 5 2 4 6 0 3
その他 4 6 7 1 0 1 2 6 1 1
アジア 3 8 5 1 2 7 9 95 6 4 0 6 3
韓　 国 9 8 2 4 4 3 1 3 6 1 2
中　 国 5 6 2 5 1 8 6 1 6
台　 湾 5 3 2 0 1 4 6 6 7
タ　 イ 5 1 1 1 4 1 0 1 0 1 6
マ レー シア 3 4 1 3 8 3 6 4
イン ドネシア 2 3 3 2 3 5 1 0
イン ド 2 0 9 7 2 1 1
シンガポール 1 9 9 2 6 1 1
香　 港 1 2 1 1 0 1 0 0
その他 1 9 2 1 6 4 6
その他 3 6 1 4 4 5 5 8
オース トラ リア 1 0 2 2 3 1 2
ブラジル 1 1 6 2 0 0 3
その他
合　　　　 計
1 5
7 1 2
6
2 0 8
0
1 6 7
2
1 3 8
4
7 9
3
1 2 0
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表11．技術輸出契約の資本金・輸出先企業との資本関係（国・地域別）　（単位：件）
国 ・地域 全数
資　 本　 金 資　 本　 関　 係
50億 円 100億 500億 500億 な　 し 2分 の1 2分 の1無 回答
未満 円未満 円未満 円以上 未満 以上
北 アメリカ 1 5 5 1 5 1 5 6 4 6 1 1 0 21 4 1 1
米　 国 1 4 2 1 3 1 1 6 2 5 6 9 3 9 3 9 1
その他 1 3 2 4 2 5 9 2 2 0
ヨーロッパ 1 3 6 1 6 2 5 4 6 4 9 9 9 1 0 2 7 0
英　 国 3 5 7 7 1 0 1 1 2 3 4 8 0
ドイツ 2 4 1 3 7 1 3 1 〔） 0 5 0
フランス 1 6 3 3 4 6 1 32 1 0
イタリア 1 5 0 1 1 0 4 1 0 2 3 0
その他 4 6 5 1 1 1 5 1 5 3 4 2 1 0 0
アジア 3 8 5 6 1 5 2 1 2 4 1 4 8 2 3 7 6 8 7 91
韓　 国 9 8 1 1 1 3 3 5 3 9 8 5 8 41
中　 国 5 6 1 2 4 1 6 2 4 4 45 7 0
台　 湾 5 3 9 1 0 1 3 2 1 2 97 1 7 0
タ　 イ 5 1 1 2 1 1 1 4 1 4 1 7 2 0 1 4 0
マ レー シア 3 4 2 4 1 1 1 7 1 2 1 3 9 0
イン ドネシア 2 3 2 2 1 1 8 1 2 4 7 0
インド 2 0 6 3 4 7 1 6 4 0 0
シンガポール 1 9 2 4 6 7 4 2 1 3 0
香　 港 1 2 2 0 3 7 6 0 6 0
その他
その他
1 9
3 6
3
3
1
8
1 1
9
4
1 6
2
1 2
2 3
6
5
2
0
2
1 1
0
0
0オース トラリア 1 0 1 2 5 4
ブラジル 1 1 0 4 0 7 5 1 5 0
その他
合　　　 計
1 5
7 1 2
2
9 5
2
1 0 0
4
2 4 3
7
2 7 4
1 2
4 6 1
1
9 1
2
1 5 8
0
2
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表12．技術輸出契約の契約期間（国・地域別）　　　　　　　　　　　　（単位：件）
国 ・地域 全数
1 年
未満
5 年
未満
10年
未満
15年
未満
15年
以上
工業所
有権の
期間
その他 無 回答
北 アメリカ 1 5 5 6 2 2 3 3 1 7 4 3 7 3 5 1
米　 国 1 4 2 5 1 8 3 0 1 6 4 3 （〕 3 2 1
その他 1 3 1 4 3 1 0 1 3 0
ヨーロッパ 1 3 6 4 2 8 3 5 1 8 1 4 2 1 1 6 0
英　 国 3 5 0 1 0 5 5 3 4 8 0
ドイツ 2 4 0 4 4 7 1 ・7 1 0
フランス 1 6 0 3 8 2 0 3 0 0
イタ リア 1 5 2 2 2 1 5 1 2 0
その他 4 6 2 9 1 6 3 5 6 5 0
アジア 3 8 5 1 1 1 1 2 1 5 0 4 6 2 2 1 2 3 11
韓　 国 9 8 5 2 0 3 9 1 3 67 7 1
中　 国 5 6 1 1 5 2 4 7 6 1 2 0
台　 湾 5 3 1 2 12 0 5 0 2 4 0
タ　 イ 5 1 1 1 5 1 4 1 0 6 0 5 0
マ レーシア 3 4 1 9 1 9 2 1 0 2 0
イン ドネ シア 2 3 0 8 9 2 1 0 3 0
イン ド 2 0 0 2 1 5 2 0 0 1 0
シンガポール 1 9 0 9 3 1 1 0 5 0
香　 港 1 2 0 6 0 4 0 1 1 0
その他
その他
1 9
3 6
1 0
2
2
7
1 3
7
1 2
0
2
1
1
0
1
4
1
1
3
0
0
0オース トラリア 1 3 3 0 1
ブラジル 1 1 0 4 7 0 0 0 0 0
その他
合　　　　 計
1 5
7 1 2
1
2 3
6
1 7 5
2
2 3 0
1
8 3
0
4 0
3
7 4
2
8 5
0
2
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表13．技術輸出契約の契約形態（国・地域別）　　　　　（単位：件）
国 ・地域 全数
契　 約　 形　 態
無償 有償 クロスライセ ンス 無回答
受取 等価 支払
北アメ リカ 1 5 5 1 7 1 1 4 1 17 5 1
米　 国 1 4 2 1 6 1 0 4 1 0 65 1
その他 1 3 1 1 0 1 1 0 0
ヨー ロッパ 1 3 6 7 1 2 2 3 31 0
英　 国 3 5 3 3 2 3 0 0 0
ドイツ 2 4 0 2 1 1 1 1 0
フランス 1 6 0 1 6 0 0 0 0
イタリア 1 5 1 1 4 0 0 0 0
その他 4 6 3 3 9 2 2 0 0
アジア 3 8 5 2 03 4 4 2 0 0 0 1
韓　 国 9 8 5 8 6 6 0 0 1
中　 国 5 6 4 4 9 3 0 0 0
台　 湾 5 3 2 4 9 2 0 0 0
タ　 イ 5 1 2 4 3 6 0 0 0
マ レー シア 3 4 0 3 4 0 0 0 0
イン ドネ シア 2 3 0 2 2 1 0 0 0
イン ド 2 0 0 1 9 1 0 0 0
シンガポール 1 9 3 1 6 0 0 0 0
香　 港 1 2 1 1 0 1 0 0 0
その他 1 9 3 1 6 0 0 0 0
その他 3 6 4 3 1 1 0 0 0
オース トラリア 1 0 0 9 1 0 0 0
ブラジル 1 1 0 1 1 0 00 0
その他
合　　　　 計
1 5
7 1 2
4
4 8
1 1
6 1 1
0
3 5
0
1 0
0
6
0
2
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表14．イニシャルベイメントランニングロイヤ析イ（国・地域別）　　　　（単位：件）
国 ・地域 全数
イニ シャルペ イメン ト ランニングロイヤルテ ィ
有 無 無回答 有 無 無 回答
北アメ リカ 1 2 6 6 2 5 95 9 4 3 1 1
米　 国 1 1 5 5 7 5 3 5 8 6 2 8 1
その他 1 1 5 6 0 8 3 0
ヨー ロッパ 1 2 5 6 5 5 7 3 9 2 3 3 0
英　 国 3 2 1 7 1 5 0 2 6 6 0
ドイツ 2 2 1 0 1 1 1 1 7 5 0
フランス 1 6 1 2 4 0 1 4 2 0
イタリア 1 4 9 4 1 1 0 4 0
その他 4 1 1 7 2 3 1 2 51 6 0
アジア 3 6 5 2 1 4 1 3 9 1 2 2 7 3 8 9 3
韓　 国 9 3 6 7 2 3 3 7 3 1 8 2
中　 国 5 2 3 7 1 4 1 3 0 2 2 0
台　 湾 5 1 2 7 2 3 1 3 8 1 3 0
タ　 イ 4 9 2 5 2 3 1 3 8 1 1 0
マ レー シア 3 4 1 5 1 9 0 2 9 50
イン ドネ シア 2 3 8 1 4 1 1 7 6 0
イン ド 2 0 1 7 2 1 1 8 1 1
シンガポー ル 1 6 6 7 3 1 1 5 0
香　 港 1 1 4 7 0 9 2 0
その他 1 6 8 7 1 1 0 6 0
その他 3 2 1 5 1 6 1 2 5 7 0
オース トラリア 1 0 5 4 1 8 2 0
ブ ラジル 1 1 5 6 0 8 3 0
その他
合　　　　 計
1 1
6 4 8
5
3 5 6
6
2 7 1
0
2 1
9
4 8 4
2
1 6 0
0
4
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衰15．技術輸出契約の独占権・再実施権（国・地域別）（単位：件）
国 ・地域 全数
独 占権 再実施権
有 無 無回答 有 無 無 回答
北 アメリカ 1 5 5 5 1 0 3 1 2 7 1 2 7 1
米　 国 1 4 2 4 4 9 7 1 2 （3 1 1 5 1
その他 1 3 7 6 0 1 1 2 0
ヨー ロッパ 1 3 6 4 8 8 8 0 2 8 1 0 8 0
英　 国 3 5 1 4 2 1 0 1 0 2 5 0
ドイツ 2 4 7 1 7 0 3 2 1 0
フランス 1 6 6 1 0 0 3 1 3 0
イタリア 1 5 4 1 1 0 1 1 4 0
その他 4 6 1 7 2 9 0 1 1 3 5 0
アジア 3 8 5 1 5 5 2 2 7 3 1 7 3 6 0 8
韓　 国 9 8 4 8 4 8 2 2 9 3 3
中　 国 5 6 1 8 3 8 0 5 5 0 1
台　 湾 5 3 2 0 3 3 0 25 1 0
タ　 イ 5 1 2 5 2 5 1 2 4 8 1
マ レー シア 3 4 1 4 2 0 0 0 3 3 1
イン ドネシア 2 3 7 1 8 0 0 2 2 1
インド 2 0 9 1 1 0 3 1 7 0
シンガポール 1 9 3 1 6 0 1 1 80
香　 港 1 2 1 1 1 0 2 1 0 0
その他 1 9 1 0 9 0 0 1 8 1
その他 3 6 1 0 2 6 0 1 3 5 0
オース トラリア 1 0 5 5 0 0 1 0 0
ブラジル 1 1 0 1 1 0 1 1 0
その他
合　　　　 計
1 5
7 1 2
5
2 6 4
1 0
4 4 4
0
4
0
7 3
1 5
6 3 0
0
9
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表16．技術輸出契約の技術の種類（国・地域別）　　　　　　（単位：件）
国 ・地域 全数
技術の種類
特許 ノウ
ハ ウ
商標 出願中
特許
実用
新案
意匠 無 回答
北 アメ リカ 1 5 5 8 6 1 1 3 2 5 3 9 1 5 6 1
米　 国 1 4 2 8 0 1 0 12 4 3 9 1 5 6 1
その他 1 3 6 1 2 1 0 0 0 0
ヨーロ ッパ 1 3 6 8 2 1 0 9 2 4 5 6 2 25 0
英　 国 3 5 1 7 3 2 6 1 9 7 3 0
ドイツ 2 4 2 0 1 3 3 1 1 5 0 0
フランス 1 6 1 4 1 2 3 1 1 6 2 0
イタリア 1 5 6 1 4 6 4 0 0 0
その他 4 6 2 5 3 8 6 1 1 4 0 0
アジア 3 8 5 1 4 4 3 6 1 8 6 7 2 5 8 3 0 0
0韓　 国 9 8 5 1 8 4 2 4 2 8 1 84
中　 国 5 6 2 8 5 4 1 3 1 1 1 0 7 0
台　 湾 5 3 2 1 5 1 1 1 1 0 9 9 0
タ　 イ 5 1 4 5 0 1 3 0 1 2 0
マ レー シア 3 4 1 2 3 3 6 1 0 84 0
イン ドネシア 2 3 6 2 3 7 3 2 2 0
イ ン ド 2 0 9 2 0 2 5 4 0 0
シンガポール 1 9 4 1 9 4 0 、0 0 0
香　 港 1 2 5 9 3 5 5 1 0
その他
その他
オース トラリア
1 9
3 6
1 0
4
1 6
4
1 8
3 3
1 0
3
8
2
0
6
2
1
6
3
1
3
2
0
0
0
ブ ラジル 1 1 5 1 1 1 2 2 0 0
その他
合　　　　 計
1 5
7 1 2
7
3 2 8
1 2
6 1 6
5
1 4 3
2
1 7 3
1
1 0 1
1
4 4
0
1
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表17．技術輸出契約の技術分野（産業分類別）　　　　　　　　（単位：件）
産 業 分 類 全数
技術分野
電気 機械 化学 金属 その他
（1 ）農林水産業 1 0 0 0 0 1
（2 ）鉱業 0 0 0 0 0 0
（3 ）建設業 2 5 2 3 4 0 1 6
（4 ）食品工業 1 9 0 0 7 0 1 2
（5 ）繊維工業 1 8 1 0 0 0 1 7
（の パルプ ・紙工業 6 1 0 0 0 5
（7 ）出版 ・印刷業 0 0 0 0 0 0
（8 ）総合化学工業 5 4 0 0 3 9 0 1 5
（9 ）油脂 ・塗料工業 2 8 0 0 2 8 0 0
（10）医薬品工業 3 5 0 0 3 4 0 1
（11）その他 の化学工業 8 1 0 4 1 2
（12）石油製品工業 9 0 0 9 0 0
（13）プ ラスチック製品工業 2 0 0 2 0 0
（14）ゴム製品工業 1 5 0 0 0 0 1 5
（15）窯業 2 8 0 0 0 2 2 6
（16）鉄鋼業 3 6 1 3 2 3 0 0
（17）非鉄金属工業 3 8 2 8 2 2 3 3
（18）金属製品工業 1 6 0 0 0 1 6 0
（19）機械工業 5 0 5 4 1 2 11
（20）電気機械器具工業 7 0 6 5 1 0 40
（21）通信 ・電気計測器工業 1 1 0 1 0 4 4 1 0 1
（22） 自動車工業 8 8 5 8 2 0 1 0
（23）その他 の輸送用機械工業 2 5 1 2 1 2 10
（24）精密機械工業 7 1 4 2 0 0
（25〕その他 の工業 8 5 0 0 0 3
（26）運輸 ・通信 ・公益業 1 1 9 0 0 0 2
（27）卸売 ・小売業 2 2 0 0 0 0
（28）情報サー ビス ・調査 ・広告 3 3 0 0 0 0
〔29）その他 のサー ビス業
合　　　　 計
0
7 1 2
0
2 0 8
0
1 6 7
0
1 3 8
0
7 9
0
1 2 0
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表18．技術輸出契約の契約相手先国・地域（産業分類別）
産 業 分 類 全数
北 アメリカ ヨー ロッパ
米国 その他 英国 ドイツ フランス イタリア その他
（1 ）農林水産業 1 1 0 0 0 0 0 0
（2 ）鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0
（3 ）建設業 2 5 0 0 0 3 0 2 3
〔4 ）食品工業 1 9 7 0 1 0 0 0 2
（5 ）繊維工業 1 8 3 0 2 0 0 0 0
（6 ）パ ルプ ・紙工業 6 2 0 0 0 0 0 3
（7 ）出版 ・印刷業 0 0 0 0 0 0 0 0
（8 ）総合化学工業 5 4 2 1 0 5 00 3 6
（9 ）油脂 ・塗料 工業 2 8 4 0 2 0 0 0 0
（10） 医薬品工業 3 5 7 0 3 3 1 3 7
（11）その他の化学工業 8 3 0 1 1 1 0 0
（12）石油製品工業 9 2 1 1 0 0 0 0
（13） プラスチ ック製品工業 2 1 0 1 0 0 0 0
（14） ゴム製品工業 1 5 4 1 0 1 1 1 0
（15）窯業 2 8 1 1 0 0 1 0 1
（16）鉄鋼業 3 6 1 0 2 2 1 0 1 3
（17）非鉄金属工業 3 8 1 0 0 1 1 0 0 2
（18）金属製品工業 1 6 5 1 1 0 0 0 2
（19）機械工業 5 0 5 0 1 2 2 2 1
（20）電気機械器具工業 7 0 9 1 0 1 2 0 2
（21）通信 ・電気計測器工業 1 1 0 1 9 0 1 8 3 0 3
（22） 自動車工業 8 8 1 0 5 1 0 1 5 1 6
（23） その他 の輸送用機械工業 2 5 4 1 1 1 0 0 3
（24）精密機械工業 7 2 0 0 1 0 0 0
（25） その他の工業 8 3 0 0 0 0 0 2
（26）運輸 ・通信 ・公益業 1 1 7 0 0 0 0 2 0
（27）卸売 ・小売業 2 1 0 1 0 0 0 0
（28）情報サー ビス ・調査 ・広告 3 1 0 1 0 0 0 0
（29）その他のサービス業
合　　　　 計
0
7 1 2
0
1 4 2
0
1 3
0
3 5
0
2 4
0
1 6
0
1 5
0
4 6
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（単位：件）
ア　 ジ　 ア そ の 他
韓 国 中 国 台 湾 タイ マレー シア インド ネシア インド シンガ ポ ルー 香 港 そ の 他 オーストラリア ブ ラジ ル そ の 他
1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 b 0 0 0
3 5 2 4 1 1 0 0 2 0 1 1 0 0
4 1 1 0 3 1 1 0 1 0 0 0 0 1
5 1 1 2 2 1 4 0 0 0 1 0 0 1
6 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
8 3 1 2 7 0 1 0 4 1 0 0 0 0
9 4 1 2 3 2 2 1 1 0 4 1 0 1
10 6 3 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1
1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1
12 1 0 0 1 1 0 0 0 0 1 1 0 0
13 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
14 1 1 1 1 0 1 0 0 0 1 1 0 0
15 5 1 1 5 1 3 1 0 0 3 1 3 0
16 1 0 2 5 1 2 0 1 0 2 0 0 3
17 6 2 4 3 4 3 2 0 0 0 0 0 0
18 1 0 1 1 1 0 0 0 0 1 1 0 1
19 1 3 7 3 7 2 1 2 1 0 1 0 0 0
20 1 0 1 0 9 4 3 4 7 1 2 2 1 0 2
2 1 1 3 1 6 1 2 3 6 0 2 6 7 1 1 6 3
22 1 9 7 6 1 8 1 4 0 0 0 2 2 0
23 7 2 2 2 1 0 0 1 0 0 0 0 0
24 1 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
25 0 0 0 0 1 0 0 1 1 0 0 0 0
26 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1
27 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
28 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0
29 0
9 8
0
5 6
0
5 3
0
5 1
0
3 4
0
2 3
0
2 0
0
1 9
0
1 2
0
1 9
0
1 0
0
1 1
0
1 5
－117－
表19．技術輸出契約の資本金・輸出先企業との資本関係（産業分類別）　　　　　　　（単位：件）
産 業 分 類 全数
資　 本　 金 資　 本　 関　 係
50億円 100億
未満　 円未満
500億
円未満
500億
円以上
な　 し 2分の1
未満
2分の1
以上
無回答
（1 ）農林水産業 1 1　　　 0 0 0 0 1 0 0
（2 ）鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（3 ）建設業 2 5 1　　　 5 1 7 2 1 9 1 5 0
（4 ）食品工業 1 9 1 3 1 3 2 1 3 2 4 0
（5 ）繊維工業 1 8 8　　　 4 6 0 8 4 6 0
（6 ）パルプ ・紙工業 6 0 0 4 2 2 2 2 0
（7 ）出版 ・印刷業 0 0　　　 0 0 0 0 0 0 0
（8 ）総合化学工業 5 4 5 1 2 2 2 6 4 0 5 9 0
（9 ）油脂 ・塗料工業 2 8 5　　　 7 1 6 0 1 8 5 3 2
C10） 医薬品工業 3 5 0　　　 2 2 8 5 3 3 1 1 0
（11） その他 の化学工業 8 5　　　 2 1 0 4 2 2 0
（12）石油製品工業 9 1　　 0 8 0 8 0 1 0
（13） プラスチ ック製品工業 2 1　　　 0 0 1 2 0 0 0
（14） ゴム製品工業 1 5 0　　　 1 0 1 4 5 0 1 0 0
（15）窯業 2 8 2　　　 9 1 7 0 1 8 8 2 0
（16）鉄鋼業 3 6 3　　　 0 3 3 0 3 0 2 4 0
（17）非鉄金属工業 3 8 2 0 1 3 2 3 2 7 7 4 0
（18）金属製品工業 1 6 1　　　 0 1 5 0 1 0 3 3 0
（19）機械工業 5 0 1 4　 1 2 2 2 2 3 3 6 1 1 0
（20）電気機械器具工業 7 0 1 3 1 1 7 3 9 4 6 4 2 0 0
（21）通信 ・電気計測器工業 1 1 0 5　 1 5 8 8 2 6 27 4 1 0
（22） 自動車工業 8 8 1 7　　 3 2 2 0 1 9 4 9 2 1 1 80
（23） その他 の輸送用機械工業 2 5 4　　　 4 0 1 7 1 64 5 0
（24）精密機械工業 7 0　　　 1 6 0 5 0 2 0
（25） その他 の工業 8 1 0 7 0 5 3 0 0
（26）運輸 ・通信 ・公益業 1 1 0　　　 1 0 1 0 8 3 0 0
（27）卸売 ・小売業 2 2 0 0 0 0 0 2 0
（28）情報 サー ビス ・調査 ・広告 3 3 0 0 0 0 0 3 0
（29）その他 のサー ビス業
合　　　　 計
0
7 1 2
0　　　 0
9 5 1 0 0
0
2 4 3
0
2 7 4
0
4 6 1
0
9 1
0
1 5 8
0
2
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表20．技術輸出契約の契約期間（産業分類別）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）
産 業 分 類 全数
1 年
未満
5 年
未満
10年
未満
15年
未満
15年
以上
工業所
有権の
期間
その他 無回答
（1 ）農林水産業 1 0 0 0 1 0 0 0 0
（2 ）鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（3 ）建設業 2 5 4 9 2 0 2 0 8 0
（4 ）食品工業 1 9 1 5 2 6 1 3 1 0
（5 ）繊維工業 1 8 1 6 2 0 2 1 6 0
（8 ）パルプ ・紙工業 6 0 0 4 0 0 0 2 0
（7 ）出版 ・印刷業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（8 ）総合化学工業 5 4 1 7 8 1 1 1 0 6 1 1 0
（9 ）油脂 ・塗料工業 2 8 0 8 1 0 4 1 3 0 2
（10）医薬品工業 3 5 0 3 4 6 8 1 0 4 0
（11） その他の化学工業 8 0 1 2 2 0 1 2 0
（12）石油製品工業 9 6 1 1 1 0 0 0 0
（13） プラスチック製品工業 2 0 0 0 0 0 0 2 0
（14） ゴム製品工業 1 5 0 0 0 0 0 8 7 0
（15）窯業 2 8 0 1 3 1 1 2 1 1 0 0
（16）鉄鋼業 3 6 1 2 0 8 2 0 2 3 0
（17）非鉄金属工業 3 8 2 9 1 6 5 1 5 0 0
（18）金属製品工業 1 6 0 5 4 6 0 1 0 0
（19）機械工業 5 0 0 1 0 1 9 5 9 2r5 0
（20）電気機械器具工業 7 0 0 2 1 3 4 4 1 4 6 0
（21）通信 ・電気計測器工業 1 1 0 2 2 7 4 0 1 7 3 1 7 4 0
（22） 自動車工業 8 8 0 1 8 4 67 0 3 1 4 0
（23）その他の輸送 用機械工業 2 5 0 5 1 3 1 1 0 5 0
（24）精密機械工業 7 0 1 1 3 0 2 0 0
（25）その他の工業 8 0 2 2 0 0 1 3 0
（26）運輸 ・通信 ・公益業 1 1 5 1 1 0 0 4 0 0
（27）卸売 ・小売業 2 0 0 0 0 0 0 2 0
（28）情報サービス ・調査 ・広告 3 0 3 0 0 0 0 0 0
（29） その他のサービス業
合　　　　 計
0
7 1 2
0
2 3
0
1 7 5
0
2 3 0
0
8 3
0
4 0
0
7 4
0
8 5
0
2
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表21．技術輸出契約の契約形態（産業分類別）　　　　　　　　　　　（単位：件）
産 業 分 類 全数
契　 約　 形　 態
無償 有償 クロスライセ ンス 無回答
受取 等価 支払
（1 ）農林水産業 1 0 1 0 0 0 0
（2 〕鉱業 0 0 0 0 0 0 0
（3 ）建設業 2 5 1 2 4 0 0 0 0
（4 ）食品工業 1 9 6 1 0 1 1 1 0
（5 ）繊維工業 1 8 3 1 1 4 0 0 0
（6 ）パルプ ・紙工業 6 2 3 1 0 0 0
（7 ）出版 ・印刷業 0 0 0 0 0 0 0
（8 ）総合化学工業 5 4 3 4 8 2 1 0 0
（9 ）油脂 ・塗料工業 2 8 0 2 6 0 0 0 2
（10）医薬品工業 3 5 1 2 2 3 0 0 0 0
（11） その他の化学工業 8 1 7 0 0 0 0
（12）石油製品工業 9 0 4 5 0 0 0
（13）プ ラスチ ック製品工業 2 0 2 0 0 0 0
（14）ゴム製品工業 1 5 2 1 3 0 0 0 0
（15）窯業 2 8 0 2 6 2 0 0 0
（16）鉄鋼業 3 6 2 3 4 0 0 0 0
（17）非鉄金属工業 3 8 0 3 5 3 0 0 0
（18）金属製品工業 1 6 0 1 5 0 1 0 0
（19）機械工業 5 0 1 4 7 2 0 0 0
（20）電気機械器具工業 7 0 0 6 2 6 0 2 0
（21）通信 ・電気計測器工業 1 1 0 5 8 9 7 6 3 0
（22） 自動車工業 8 8 1 8 6 0 1 0 0
（23）その他の輸送用機械工業 2 5 4 2 0 1 0 0 0
（24）精密機械工業 7 0 7 0 0 0 0
（25） その他 の工業 8 0 7 1 0 0 0
（26）運輸 ・通信 ・公益業 1 1 5 6 0 0 0 0
（27）卸売 ・小売業 2 0 2 0 0 0 0
（28）情報サー ビス ・調査 ・広告 3 0 3 0 0 0 0
（29）その他のサービス業
合　　　　 計
0
7 1 2
0
4 8
0
6 1 1
0
3 5
0
1 0
0
6
0
2
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衰22．イニシャルベイメントランニげロイヤルティ（産業分類別）　　　　　　　　　　　　（単位：件）
産 業 分 類 全数
イニシャルペ イメン ト ランニ ングロイヤルテ ィ
有 無 無回答 有 無 無回答
（1 ）農林水産業 1 0 1 0 1 0 0
（2 ）鉱業 0 0 0 0 0 0 0
（3 ）建設業 2 4 1 3 1 1 0 2 2 2 0
（4 ）食品工業 1 1 6 5 0 4 7 0
（5 ）繊維工業 1 5 4 1 1 0 1 0 5 0
（6 ）パルプ ・紙工業 4 2 2 0 3 1 0
（7 ）出版 ・印刷業 0 0 0 0 0 0 0
（8 ）総合化学工業 5 0 3 0 2 0 0 3 8 1 2 0
（9 ）油脂 ・塗料工業 2 6 1 3 1 3 0 2 6 0 0
C10）医薬品工業 2 3 1 0 1 3 0 1 8 5 0
（11）その他の化学工業 7 5 2 0 6 1 0
（12）石油製品工業 9 1 8 0 7 2 0
（13）プラスチ ック製品工業 2 1 1 0 1 1 0
（14） ゴム製品工業 1 3 1 0 1 2 1 3 0
（15）窯業 2 8 1 8 1 0 0 1 41 4 0
（16）鉄鋼業 3 4 1 5 1 8 1 2 5 8 1
（17）非鉄金属工業 3 8 3 0 8 0 2 8 1 0 0
（18）金属製品工業 1 5 1 0 5 0 2 1 3 0
（19）機械工業 4 9 3 9 1 0 0 4 0 90
（20）電気機械器具工業 6 8 3 6 3 1 1 6 07 1
（21）通信 ・電気計測器工業 9 6 4 1 5 0 5 8 0 1 6 0
（22） 自動車工業 8 6 5 2 3 4 0 7 4 1 20
（23） その他の輸送用機械工業 2 1 1 7 4 0 1 8 3 0
（24）精密機械工業 7 4 3 0 7 0 0
（25）その他の工業 8 1 7 0 4 4 q
（26）運輸 ・通信 ・公益業 6 5 1 0 1 5 0
（27）卸売 ・小売業 2 2 0 0 2 0 0
（28）情報サービス ・調査 ・広告 3 0 3 0 0 3 0
（29） その他のサービス業
合　　　　 計
0
6 4 （）
0
3 5 6
0
2 7 1
0
1 9
0
4 8 4
0
1 6 0
0
2
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衰23．技術輸出契約の独占権・再実施権（産業分類別）　　　　　　　（単位：件）
産 業 分 類 全数
独占権 再実施権
有 無 無回答 有 無 無回答
（1 ）農林水産業 1 0 1 0 0 1 0
（2 ）鉱業 0 0 0 0 0 0 0
（3 ）建設業 2 5 1 1 1 4 0 52 0 0
（4 ）食品工業 1 9 8 1 1 0 4 1 5 0
（5 ）繊維工業 1 8 9 9 0 3 1 1 4
（6 ）パルプ ・紙工業 6 2 4 0 2 4 0
（7 ）出版 ・印刷業 0 0 0 0 0 0 0
（8 ）総合化学工業 5 4 1 4 4 0 0 1 0 4 4 0
（9 ）油脂 ・塗料工業 2 8 1 4 1 2 2 2 2 4 2
（10）医薬品工業 3 5 1 5 2 0 0 1 2 2 3 0
（11）その他 の化学工業 8 6 2 0 0 8 0
（12）石油製品工業 9 7 2 0 1 8 0
（13）プラスチ ック製品工業 2 2 0 0 1 1 0
（14）ゴム製品工業 1 5 1 4 1 0 2 1 3 0
（15）窯業 2 8 9 1 9 0 12 7 0
（16）鉄鋼業 3 6 8 2 7 1 0 3 5 1
（17）非鉄金属工業 3 8 1 2 2 5 1 53 3 0
（18）金属製品工業 1 6 1 1 5 0 1 1 5 0
（19）機械工業 5 0 2 8 2 2 0 1 4 8 1
（20）電気機械器具工業 7 0 2 2 4 8 0 3 6 7 0
（21）通信 ・電気計測器工業 1 1 0 1 6 9 4 0 7 1 0 3 0
（22） 自動車工業 8 8 3 9 4 9 0 7 8 1 0 ．
（23） その他の輸送用機械工業 2 5 1 8 7 0 0 2 4 1
（24）精密機械工業 7 0 7 0 0 7 0
（25）その他 の製造業 8 3 5 0 1 7 0
（26）運輸 ・通信 ・公益業 1 1 1 1 0 0 0 1 1 0
（27）卸売 ・小売業 2 2 0 0 2 0 0
（28）情報サービス ・調査 ・広告 3 3 0 0 3 0 0
（29） その他のサー ビス業
合　　　　 計
0
7 1 2
0
2 6 4
0
4 4 4
0
4
0
7 3
0
6 3 0
0
9
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表24．技術輸出契約の技術の種類（産業分類別）　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）
産 業 分 類 全数
技術 の種類
特許 ノウ
ハ ウ
商標 出願中
特許
実用
新案
意匠 無回答
（1 ）農林水産業 1 0 1 0 0 0 0 0
（2 ）鉱業 0 0 0 0 0 0 0 0
（3 ）建設業 2 5 1 4 2 3 37 0 0 0
（4 ）食品工業 1 9 3 1 6 5 6 0 0 0
（5 ）繊維工業 1 8 1 1 7 5 2 0 2 0
（6 ）パルプ ・紙工業 6 2 5 1 0 0 30
（7 ）出版 ・印刷業 0 0 0 0 0 0 00
（8 ）総合化学工業 5 4 2 0 4 6 8 1 1 0 00
（9 ）油脂 ・塗料工業 2 8 5 2 8 1 5 4 0 0 0
（10）医薬品工業 3 5 2 2 2 4 1 5 1 3 0 00
（11）その他の化学工業 8 3 7 0 2 0 0 0
（12）石油製品工業 9 2 9 5 1 0 0 0
（13）プ ラスチ ック製品工業 2 2 2 0 1 0 0 0
（14）ゴム製品工業 1 5 1 5 1 2 0 1 7 8 0
（15）窯業 2 8 1 0 2 6 8 2 2 0 0
（16）鉄鋼業 3 （〕 1 8 2 9 8 2 0 0 0
（17）非鉄金属工業 3 8 1 3 3 7 0 1 0 0 0 0
（18）金属製品工業 1 6 3 1 6 0 0 0 0 0
（19）機械工業 5 0 2 1 4 6 2 0 9 8 4 0
（20）電気機械器具工業 7 0 4 0 5 8 1 2 2 3 1 1 1 3 0
（21）通信 ・電気計測器工 業 1 1 0 5 97 9 1 9 ・ 3 6 3 7 4 1
（22） 自動車工業 8 8 4 4 8 7 1 0 3 8 3 1 7 0
（23）その他 の輸送用機械 工業 2 5 1 5 2 5 4 1 1 1 0
（24）精密機械工業 7 5 6 2 0 1 0 0
（25）その他の工業 8 5 5 1 1 1 0 0
（26）運輸 ・通信 ・公益業 1 1 4 7 0 1 0 0 0
（27）卸売 ・小売業 2 2 2 2 2 2 2 0
（28）情報サービス ・調査 ・広告 3 0 3 0 0 0 0 0
（29）その他 のサービス業
合　　　　 計
0
7 1 2
0
3 2 8
0
6 1 8
0
1 4 3
0
1 7 3
0
1 0 1
0
4 4
0
1
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